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 定期巡回・随時対応サービスの普及に向けた都道府県向けツール 
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はじめに 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、地域包括ケアシステムの中核的なサービスとして

平成 24 年に制度化されました。全国で約 23,100 人（平成 30 年 10 月審査分：介護給付費

等実態統計月報）が本サービスを利用していますが、半数近くの自治体（保険者）でサービ

ス提供が開始されていないなど、更なる普及拡大が求められています。 

平成 30 年度の介護報酬改定では、本サービスの機能強化・効率化を図る観点、サービス

供給量の拡大を図る観点等から、基本報酬の改定、オペレーター要件の緩和、リハビリ職と

の連携加算、地域へのサービス提供の推進などの改定が行われました。この点を踏まえ、本

調査研究事業では報酬改定の影響をアンケート調査によって把握しました。 

本サービスの普及拡大においては、各保険者の役割が重要と指摘されています。しかしな

がら、未実施の保険者や利用者数が少ない保険者にとって、事業開始ならびに普及拡大のノ

ウハウを独自に蓄積するには限界があります。そこで、アンケート調査と並行して、保険者

機能をバックアップする立場である都道府県に対してヒアリング調査を実施し、そのポイ

ントをとりまとめ、都道府県ならびに市町村向けの普及ツールの作成を行いました。 

本調査研究事業の実施にあたっては、研究委員会を設置し、調査方針やその内容について

詳細な検討を行いました。アンケート調査ならびにヒアリング調査にご協力頂いた方々に

謝意を表すとともに、様々なアドバイスを頂いた厚生労働省老健局振興課の担当者の方々

にも御礼申し上げます。得られた結果や成果が、本サービスの普及拡大ならびに地域包括ケ

アの推進に貢献できれば幸いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 31 年 3 月 

日本社会事業大学専門職大学院 

井上 由起子 
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第 1章 調査の概要 

１．背景・目的 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（以下「定期巡回・随時対応サービス」という）は、

医療ニーズ、介護ニーズの両方に対応しながら要介護高齢者の在宅生活を 24 時間支える仕

組みとして、平成 24 年度に創設されたサービスである。本サービスは地域包括ケアシステ

ムの中核サービスのひとつとして普及・拡大が期待されている。 

しかしながら、本サービスの利用者数・事業所数ともに、まだ十分な数に到達していると

はいえず、地域によるばらつきも見られ、例えば、利用者見込みのない保険者数の割合が

30％を下回る都道府県もあれば、90％を超える都道府県もある。 

そのような状況の中、平成 30 年度報酬改定では、サービス供給量を増やす観点、機能強

化・効率化を図る観点から、同一建物等居住者へのサービス提供に係る報酬の見直しや、オ

ペレーターの兼務など人員基準の緩和等の改定が行われた。 

これを踏まえて、介護給付費分科会「平成 30 年度介護報酬改定に関する審議報告」では、

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護のオペレーターの兼務など、各種の人員・設備基準の

緩和については、サービスの質が維持されているのかなどについて検証するべきである」と

されている。 

さらに、地域によるばらつきの要因のひとつには、都道府県や市区町村（保険者）等の自

治体のサービスへの理解が十分でないことが、過年度の各種調査により明らかになってい

る。サービス普及促進の要である都道府県がサービスへの理解を深め、適切に市区町村に対

する支援を進めることが必要である。 

そこで、本調査では、サービスの提供状況、オペレーターの兼務状況、ならびにサービス

の質を維持するための体制整備状況など、改定後の影響を実態調査により分析するととも

に、都道府県を念頭に普及啓発のための具体策（ツール作成等）の検討を行った。 

 

２．調査の方法 

（１）平成 30年度報酬改定による影響調査（アンケート調査） 

全国の定期巡回・随時対応サービス事業所を対象に、アンケートによる実態調査を行

い、平成 30 年報酬改定による影響について調査・分析を実施した（主にプロセス面の質

評価を中心に実施した）。 

 

（２）普及啓発に向けた都道府県へのヒアリング調査及び普及啓発ツールの作成 

定期巡回の導入による介護の質、及び財政面等のメリットを整理するとともに、都道

府県・市区町村において普及状況にバラつきがある理由をヒアリング調査により明らか

にし、解決策としての都道府県・市区町村向けの普及啓発ツールを作成した。 

 

  



3 

 

３．調査研究の体制・検討経過 

学識経験者と実務者から構成される検討委員会を設置し、以下の通り検討を行った。 

図表 1 検討委員会 委員一覧 （五十音順、敬称略） 

役職 氏名 所属・役職 

委員長 井上 由起子 日本社会事業大学 専門職大学院 教授 

委員 及川 ゆりこ 社会福祉法人ウェルネスケア 理事 特別養護老人ホームい

づテラス 施設長 

杉田 広二 埼玉県福祉部地域包括ケア課 地域包括ケア担当 

関野 幸吉 株式会社ジャパンケアサービス 在宅老人ホーム事業部 取

締役 

津金澤 寛 社会福祉法人志真会 理事長補佐、株式会社オールプロジェ

クト 代表取締役 

馬袋 秀男 一般社団法人全国介護事業者協議会 顧問 

 

役職 氏名 所属・役職 

オ ブ ザ

ーバー 

加藤 英樹 厚生労働省 老健局 振興課 課長補佐 

宮本 和也 厚生労働省 老健局 振興課 基準第一係長 

平賀 揚 厚生労働省 老健局 振興課 

 

図表 2 検討委員会における検討内容 

回数 日時 主な検討内容 

第１回 
平成 30 年 9 月 7日（金）

10:00～12:00 

・事業実施の概要 

・アンケート調査の内容検討 

・普及啓発ツールの対象の確認 

第２回 
平成 30年 2月 21日（水）

13:00～15:00 

・アンケート実施報告（中間報告） 

・普及啓発ツール作成に向けた、ヒアリング内容等の検討 

第３回 
平成 31 年 3 月 1日（金）

13:00～15:00 

・アンケート実施報告（最終報告） 

・ヒアリング実施報告 

・事業報告書とりまとめ方針の検討 

・普及啓発ツールの検討 
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第２章 平成 30 年度報酬改定による影響調査 

１．調査の概要 

（１）調査の対象・目的・実施方法 

平成 29 年 7 月 18 日時点で介護保険総合データベースに登録のある全事業所（732 箇

所）を対象として、平成 30 年度の報酬改定による影響について、主にプロセス面での質

評価を行うための調査を実施した。 

具体的には、報酬改定による影響についての仮説を設定したうえで、サービス提供状

況（対象人数、エリア、回数、時間、コール数、対応数など）の変化についての調査項

目を設定し、アンケート調査・分析を行い、報酬改定による影響とサービスの質評価を

実施した。 

 

調査名称 「定期巡回・随時対応サービス」における平成３０年度報酬改定の改定

事項に係る実態調査 

調査期間 平成 30 年 11 月上旬～平成 30 年 11 月下旬 

調査方法 郵送・E メールによるアンケート調査 

調査対象 平成 29 年 7 月 18 日時点で介護 DB に登録のある全事業所(732 箇所) 

主な調査事項 基本報酬改定及び以下の加算要件の改定に関する影響を調査 

①生活機能向上連携加算の創設 

②オペレーターに係る基準の見直し 

③介護・医療連携推進会議の開催方法・頻度の緩和 

④同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬 

⑤地域へのサービス提供の推進 

⑥ターミナルケアの充実 

⑦医療ニーズへの対応の推進 

⑧介護職員処遇改善加算の見直し 

 

（２）調査項目設定の考え方 

平成 30 年度の報酬改定の目的・内容を整理するとともに、当該改定による影響（仮

説）を予め想定したうえで、仮説検証のための調査項目を設定した。 
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図表 3 調査項目設定の流れ 

 

 

（３）調査検証項目 

基本報酬の改定及び加算要件の改定に関する影響について仮説を設定し、仮説検証の

ための調査項目を設定した。それぞれの仮説及び調査項目は以下の通り。 

 

① 基本報酬の改定に関する影響の仮説及び調査項目（結果は P.9 参照） 

 

  

平成30年度報酬改定による
影響の調査

（主にプロセス面）

①改定ポイントの整理、
改定目的の把握

②改定による効果・影響
（仮説）の設定

③仮説を検証するための
調査項目の設定

・改定ポイント及び目的を把握し、項目
設定の前提条件とする

④調査票への落とし込み

・改定による効果・影響を想定し、
仮説検証のための調査項目を設定する

・具体的な確認内容・確認方法を検討

・経営指標等の基礎情報とともに、
①～③の内容を反映した調査票を作成

【調査の目的】 【調査までの流れ】 【備考】
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② 加算要件の見直しに関する影響の仮説及び調査項目 

（ⅰ）生活機能向上連携加算の創設（結果は P.11 参照） 

 

 

（ⅱ）オペレータに係る基準の見直し（結果は P.13 参照） 

 

  

（仮説検証のための調査項目を設定）

【改定の目的】
・リハビリ職の関与の増加による在宅の推進（リハビリ職が訪問することが難しく、これまで在宅を諦めていたケースでも
定期巡回が選択できるようになる）
・ADLや要介護度の改善・悪化の抑制

【改定による影響】
・自施設もしくは外部施設との委託契約の締結の推進（外部のリハ職等との連携）
・状態悪化が抑制（ADLの維持※）
→入所や入院が理由での利用終了件数が減少
（※ADL推移自体は1年程度の観察期間が必要であるため、今年度は確認しない）

・多職種連携が増加
・状態共有のためのICTツールの導入

改定の目的と改定による影響（仮説）

□加算の取得有無（個別機能訓練計画の作成割合）の推移（3月と9月時点での比較）
□リハビリ機関との連携件数（自法人・他法人別）
□状態共有のためのICTツールの導入状況
□利用終了理由の推移（3月と9月時点での比較）
（□契約先への委託料支払の方法（どのような契約形態となっているか））

調査項目
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（ⅲ）介護・医療連携推進会議の開催方法・頻度の緩和（結果は P.14 参照） 

 

 

（ⅳ）同一建物等居住者の場合の報酬、（ⅴ）地域へのサービス提供推進（結果は P.15

参照） 
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（ⅵ）ターミナルケアの充実（結果は P.18 参照） 

 

 

（ⅶ）医療ニーズへの対応の推進（結果は P.19 参照） 
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（ⅷ）介護職員処遇改善加算の見直し（結果は P.20 参照） 

 

 

（４）回答事業所の属性 

① 回収状況 

 アンケート票を配布した 725 事業所のうち、217 事業所から回収し、回収率は

29.9％であった。 

 

 サービス提供状況 

平成 30 年 9 月 30 日時点で定期巡回・随時対応サービスの提供を休止していると回

答した事業所は 13 か所であった。本調査では、これら 13 か所を除く 204 か所の事業

所を母数として集計している。 

図表 4 平成 30 年 9 月 30 日時点のサービス提供状況 

 

6.0 94.0

0% 25% 50% 75% 100%

平成30年9月30日時点のサービス提供状況（n=217）

有効 サービス提供を休止している 有効 「1.」以外の事業所（利用者0人の場合も含む）
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 地域分布 

都道府県別の発送数と回収数を以下に示す。 

図表 5 事業所の所在地（都道府県） 

 

 

  

9.8
0.1
0.6

1.7
1.0
0.8

2.2
1.0

0.6
1.1

4.6
4.6

11.3
8.6

1.9
1.4

0.6
1.0

0.6
1.1
1.4
1.9

3.3
0.8
0.6

2.3
5.9

4.6
2.8

0.3
1.0

0.4
1.2

4.0
1.4

0.0
0.8
0.8
0.7

4.7
0.3

2.3
1.1
1.0

0.6
1.5

0.1

8.8
0.5

0.0
2.5

1.5
0.5

2.5
2.9

1.0
1.5

3.9
3.9

7.8
7.8

1.5
3.9

0.5
1.0

0.0
2.0

0.5
1.5

2.5
0.5
0.5

2.5
2.5

6.4
3.4

0.0
1.0

0.5
1.5

5.9
2.0

1.0
1.0
1.0

2.9
1.0

4.9
0.5

1.5
0.0
0.0

1.5
0.0

0% 5% 10% 15%

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県

和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県

事業所の所在地（都道府県）

発送（n=725） 回収（n=204）
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 法人種別 

社会福祉法人が 45.9%と最も多く、次いで営利法人が 29.4%だった。 

 

図表 6 利益状況の推移（法人全体） 

 

 

  

45.6 17.6 1.5 29.4 5.9

0% 25% 50% 75% 100%

法人種別（n=204）

社会福祉法人 医療法人 特定非営利活動法人 営利法人 その他
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 併設施設のサービス 

併設施設のサービスでは、居宅介護支援事業所が 68.8%と最も多かった。 

  

図表 7 併設施設のサービス 

 

  

54.0

31.2

4.0

45.0

9.4

41.1

15.3

25.2

5.9

7.4

68.8

20.3

9.4

12.9

10.9

0.5

4.0

6.4

9.9

18.8

9.9

1.0

23.3

10.4

9.4

8.9

2.0

7.9

5.4

3.5

0.5

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

訪問介護（2.身体介護20分未満の届出有り以外）

訪問介護（2.身体介護20分未満の届出有り）

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護、療養介護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与、販売

居宅介護支援

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

サービス付き高齢者向け住宅

有料老人ホーム

養護老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウス、A、B）

地域包括支援センター

在宅介護支援センター

病院

診療所（在宅療養支援診療所）

診療所（在宅療養支援診療所以外）

歯科診療所

他に提供しているサービスはない

併設施設サービス（回答事業所数：n=202）
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２．調査の結果 

（１）基本報酬の改定による影響 

事業所全体、定期巡回・随時対応サービス単体、何れにおいても、黒字事業所の割合

が高まりつつある。各事業所の経営努力に加え、基本報酬改定による経営改善効果が現

れている可能性があると考えられる。 

 

図表 8 利益状況の推移（法人全体） 

 

 

図表 9 利益状況の推移（定期巡回・随時対応サービス単体） 

 

 

  

38.0

50.0

48.8

57.1

24.5

20.4

21.3

22.7

37.4

29.6

29.9

20.2

0% 25% 50% 75% 100%

平成29年12月（n=163）

平成30年3月（n=162）

平成30年6月（n=164）

平成30年9月（n=163）

事業所の利益状況（法人全体）

黒字 ほぼ均衡 赤字

24.8

30.3

28.6

38.3

15.8

17.6

19.0

19.8

59.4

52.1

52.4

41.9

0% 25% 50% 75% 100%

平成29年12月（n=165）

平成30年3月（n=165）

平成30年6月（n=168）

平成30年9月（n=167）

事業所の利益状況（定期巡回・随時対応サービス）

黒字 ほぼ均衡 赤字
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図表 10 事業所全体の収入の推移 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 

 

 

訪問介護 

 

 

夜間対応型訪問介護看護 

 

  

3,307,573.2
3,159,993.0 3,274,974.6

3,530,447.4

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

平成29年12月 平成30年3月 6月 9月

（円）
事業所の平均収入の推移（定期巡回）



15 

 

 訪問看護 

 

 

（２）加算要件見直しによる影響 

① 生活機能向上連携加算の創設 

生活機能向上連携加算について、認知している割合は高いものの、取得している割合

が低く、全体として、体制構築等の課題からリハビリテーションとの連携はあまり進ん

でいないと考えられる。 

ICT ツールを「活用している」もしくは「活用していないが、今後導入予定である」

と回答した事業所（119 事業所）における活用用途は、利用者の状態共有のためとの回

答が 8 割以上であり、日常業務における ICT ツール活用も徐々に普及しつつあると考え

られる。 

また、利用終了の理由（状態改善による終了の増加、医療機関・施設への入院・入所

の減少等）のポジティブな変化や、要介護度の改善傾向も現時点では見られていないた

め、継続して効果を検証する必要がある。 

 

図表 11 生活機能向上連携加算の認知状況 

 

 

  

7.4 92.6

0% 25% 50% 75% 100%

生活機能向上連携加算の認知（n=190）

知らない 知っている
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図表 12 生活機能向上連携加算の取得状況 

 

【取得していない理由（一部抜粋）】 

 書類及び会議に手間がかかる。人員が不足している。 

 対応できる利用者がいない。 

 加算報酬が安い。 

 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、医師らのアセスメント、カンファレン

スを受けることができる体制の構築ができていない。 

 人員体制が整っていない。 

  

図表 13 リハビリテーションを実施している事業所との連携数 

 

 

図表 14 連携機関の法人状況 

 

94.2

2.1 1.6 2.1

0% 25% 50% 75% 100%

生活機能向上連携加算の取得（n=190）

取得していない （Ⅰ）のみ （Ⅱ）のみ 両方

76.3

15.4

5.1

2.6

0.6

0.0

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

0箇所

1箇所

2箇所

3箇所

4箇所

5箇所

5箇所以上

連携する訪問・通所リハビリテーション事業所数（n=156）

(リハビリテーションを実施している医療提供施設数)

40.4 59.6

0% 25% 50% 75% 100%

法人種別（連携するリハ提供施設数：n=47）

別法人 同一法人
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図表 15 サービス提供における事業所内の ICT 機器等の活用 

 

 

図表 16 ICT 機器等の利用用途 

（図表 13 の問において、「活用していないが、今後導入予定」または「活用している」と回答

した 119 事業所が対象） 

 

 

図表 17 サービス利用を終了した理由 

平成 29 年 10 月～平成 30 年 3 月 

 

 

  

12.4 10.4 77.2

0% 25% 50% 75% 100%

サービス提供における事業所内のICT機器等の活用（n=193）

活用していないし、今後も導入する予定もない 活用していないが、今後導入予定である 活用している

35.0

64.0

83.0

25.0

47.0

40.0

1.0

36.8

47.4

84.2

31.6

57.9

57.9

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

職員の勤怠管理

利用者への訪問スケジュール等の管理

利用者の状態に関する情報の共有

本人や家族とのコミュニケーション

職員間のコミュニケーション

医療機関や他の介護サービス事業所との

情報の共有

その他

「2」または「3」の場合、利用用途

活用している（n=100） 活用していないが、今後導入予定である（n=19）
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平成 30 年 4 月～平成 30 年 9 月 

 

 

② オペレーターに係る基準の見直し 

日中のオペレーター集約状況は 10%程度、また、日中の兼務状況は随時訪問介護員と

の兼務は 83.7％、同一敷地内または隣接事業所との兼務は 33.9％の事業所が一定の頻度

で兼務体制を敷いており、改定を受けて体制の効率化が進んでいることが窺える。1 時

間あたりのコール件数を比較すると、日中においても、夜間と同程度であり、早朝より

も件数が少ない状況であり、日中の集約・兼務における影響は少ないものと考えられる。 

また、オペレーターの配置変更による利用者へのサービス内容等の変化では、90%以

上が「より良くなった」または「変わらない」と回答しており、オペレーターにかかる

基準の見直しによる大きな影響は見られなかった。 

 

図表 18 オペレーターの集約状況 

 

  

77.2

87.9

80.0

74.7

2.6

2.1

2.6

2.6

20.1

10.0

17.4

22.6

0% 25% 50% 75% 100%

早朝のとき(n=189)

日中のとき（n=190)

夜間のとき（n=190)

深夜のとき（n=190)

オペレーターの集約状況

集約していない 他の法人の指定事業所と集約している 法人内の複数の指定事業所で集約している
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図表 19 オペレーターの兼務状況 

 

 

 

図表 20 時間帯別の 1時間あたりの平均コール回数及び平均訪問回数 

 

18.4

16.3

17.9
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16.3

28.6

21.4

15.4

5.6

4.6

4.6

4.1

59.7

50.5

56.1

62.1

0% 25% 50% 75% 100%

早朝のとき(n=196)

日中のとき（n=196)

夜間のとき（n=196)

深夜のとき（n=195)

随時訪問介護職員との兼務

兼務なし 不定期に兼務する日がある 曜日等によってあらかじめ兼務する日が決められている 常に兼務

61.4

76.1

63.2

59.5

19.3

14.2

17.8

19.1

19.3

9.7

19.0

21.4

0% 25% 50% 75% 100%

早朝のとき(n=176)

日中のとき（n=176)

夜間のとき（n=174)

深夜のとき（n=173)

同一敷地内または隣接する施設等の職員によるオペレーターの兼務

事業所外の職員が兼務することはない ときに、貴事業所外の職員が兼務することがある

常時、貴事業所外の職員が兼務する

3.1

2.1 2.0

1.3

2.3

1.5

1.5

0.9

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0
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3.0

3.5

早朝 日中 夜間 深夜

（回） 1時間あたりの平均コール回数及び平均訪問回数

総コール対応数 随時訪問した回数
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図表 21 オペレーターの配置変更による利用者へのサービス内容等への変化 

 

 

図表 22 同時コールの対応 

 

 

図表 23 コールに気づくことができる場合の詳細 

 

 

③ 介護・医療連携推進会議の開催方法・頻度の緩和 

介護・医療連携推進会議を合同開催している割合は 30%程度であるものの、合同開催

によって会議への出席の負担が減り、情報やノウハウ共有を促進する効果があることが

22.4 71.4 6.1

0% 25% 50% 75% 100%

「1」の場合、オペレーター変更の配置変更による利用者への

サービス内容等への変化（n=49）

より良くなった 変わらない 課題が生じた

22.9 77.1

0% 25% 50% 75% 100%

同時コールの対応（n=192）

気づくことはできない 気づくことはできる

26.8

28.2

13.4

51.4

0% 20% 40% 60%

コールに気づくことができるが、即時に対応することがで

きない

キャッチホン機能が搭載されており、発信者（コールした

利用者等）に折り返すことができる

留守番電話機能が搭載されており、発信者（コールした

利用者等）に折り返すことができる

受信可能な電話機に、自動的に転送され、別の者が取

ることができる

「2. 気づくことができる」場合（回答事業所：n=142）
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わかった。 

一方で、地域との交流の場の確保のために、緩和後も従来通り開催している事業所も

多く、事業者の特性・戦略に応じた選択肢が広がったことが窺える。 

 

図表 24 合同開催の実施 

 

 

図表 25 合同開催の効果 

 

 

図表 26 実施回数減による懸念事項の有無と具体的な懸念事項 

 

 

64.5 35.5

0% 25% 50% 75% 100%

合同開催の実施（n=197）

合同開催していない 合同開催している

68.2

66.7

1.5

0% 25% 50% 75% 100%

情報やノウハウの共有の促進

会議への出席負担の軽減

その他

「1」の場合、合同開催による効果（回答事業所数：n=66）

90.4 9.6

0% 25% 50% 75% 100%

実施回数減による懸念事項の有無（n=187）

なし あり
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【懸念事項（一部抜粋）】 

 外部評価に２回は必要になり、今までのように、事例発表も出来ずに、広く声

をかけにくい。 

 地域との接点が減少することで、ニーズの把握が困難になるのではないか。 

 外部評価の機能も兼ね備えていることから、審議が不十分にならないか懸念

している。 

 連携推進会議で外部の意見を聞くことができる。会議開催が減ると課題や助

言回数が減り、解決能力が減退する。 

 包括、ケアマネジャー、病院などへの周知の場が減ってしまった。 

 外部評価時の評価が難しい。 

 回数が減ったことで参加者の負担は減っているが、情報をゆっくり共有した

り、事業への理解を深める機会は減る。意見交換を連携訪問看護同士でしてお

り、やり方など確認できる機会になっている点もあり、機会は必要かもしれな

い。 

 

④ 同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬 

改定前と比較して、改定後は地域へのサービス提供のための営業活動を実施している

割合が高まっている。また、地域への普及啓発活動を実施している割合が 60%以上であ

り、地域へのサービス提供が推進されつつあると考えられる。 

また、地域提供型の利用者数の割合が増加していることから、地域へのサービス提供

のための営業活動や普及啓発活動の推進の影響が窺える。 

 

図表 27 地域へのサービス提供のための営業活動 

 

 

  

31.1

33.7

60.5

58.9

8.4

7.4

0% 25% 50% 75% 100%

平成30年3月（n=190）

平成30年9月（n=190）

地域へのサービス提供のための営業活動

積極的に実施 必要に応じて実施 実施していない
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図表 28 地域への普及啓発活動の実績の有無 

 

 

図表 29 提供する集合住宅の箇所数 

 

 

図表 30 集合住宅種別：利用者数 

 

（集合住宅が解析単位） 

 

  

32.8 67.2

0% 25% 50% 75% 100%

地域への普及啓発活動の実施の有無（n=192）

実施していない 実施している

27.4

45.7

14.0

4.3

3.7

1.2

0.6

1.2

0.6

0.6

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0箇所

1箇所

2箇所

3箇所

4箇所

5箇所

6箇所

7箇所

8箇所

10箇所

10ヶ所以上

提供する集合住宅の箇所数（n=164）
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図表 31 集合住宅型・地域提供型別の利用者数（実数） 

 
（集合住宅が解析単位） 

（参考：地域提供型利用者数の割合の推移） 

 平成 30 年 3 月；36.7％ 

 平成 30 年 9 月；37.8％ 

 

図表 32 集合住宅型・地域提供型別の訪問回数 

 
（集合住宅が解析単位） 

 

⑤ 地域へのサービス提供の推進 

「④同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬」と一体での改定であり、上述

の通り、改定後の傾向として、地域へのサービス提供が推進されつつあると考えられる。 

 

⑥ ターミナルケアの充実 

「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」（以下、

「ガイドライン」という。）を認知・活用している割合は少ないものの、ターミナルケア

について、ガイドラインに沿った取り組みを行っている、または、今後取り組む予定の

事業所の割合が高く、事業所はターミナルケアへの取組を充実していく意向があると考

えられる。 

また、ターミナルケアの主体は連携先の訪問看護事業所であることが考えられるため、

連携型の事業所のガイドラインの認知・活用状況が低い状況であるが、今後の多職種連
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携強化のためにも連携型事業所も含めたターミナルケアの充実が今後求められる可能性

がある。 

なお、看取り件数については、改定前後で大きな差異は見られなかった。 

 

図表 33 ガイドラインの認知状況 

 

 

図表 34 ガイドラインの活用状況 

 

 

図表 35 利用者の意思確認の可否の状況 

 

 

  

47.6 52.4

0% 25% 50% 75% 100%

『人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン』の

認知（n=187）

知らない 知っている

67.0 33.0

0% 25% 50% 75% 100%

「1」の場合、当該ガイドラインの活用（n=119）

活用していない 活用している

27.0 73.0

0% 25% 50% 75% 100%

利用者の意思確認の可否（n=163）

できない できる
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図表 36 ターミナルケアの取組み状況 

 

 

図表 37 サービス提供類型別：ガイドラインの認知状況 

 

 

図表 38 サービス提供類型別：ガイドラインの活用 

 

 

11.5

11.5

13.0

15.2

27.6

30.5

38.5

33.3

60.9

58.0

48.5

51.5

0% 25% 50% 75% 100%

利用者本人やその家族との定期的な話合いの場の有無

（n=174）

話合いの結果を文書化し、関係者で共有している

（n=174）

医学的な妥当性と適切性を担保している（n=169）

本人や家族の精神的・社会的な援助を含めた総合的な

医療的ケアを提供している（n=171）

ターミナルケアについて

取り組んでいないし、今後も取り組む予定はない 取り組んでおらず、今後は取り組む予定

既に取り組んでおり、今後も取り組む予定

35.3

54.1

20.0

64.7

45.9

80.0

0% 25% 50% 75% 100%

一体型（n=51）

連携型（n=122）

いずれも（n=10）

『人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン』の

認知

知らない 知っている

57.6

72.7

62.5

42.4

27.3

37.5

0% 25% 50% 75% 100%

一体型（n=33）

連携型（n=55）

いずれも（n=8）

当該ガイドラインの活用

活用していない 活用している
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図表 39 看取り件数の推移 

 

 

⑦ 医療ニーズへの対応の推進 

連携する訪問看護事業所の数は増加傾向にあり、医療ニーズへの対応体制が強化され

ていることが窺える。 

また、専門性の高い看護師からの支援・助言の利用意向については、多く発生してい

る事象ほど、専門性の高い看護師による支援・助言について「利用したい」の回答の割

合が高く、医療ニーズへの対応を検討している事業所の割合が多いのではないかと考え

られる。 

 

図表 40 サービス提供類型 

 

 

  

26.5 68.4 5.1

0% 25% 50% 75% 100%

サービス提供類型（n=196）

一体型 連携型 いずれも
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図表 41 連携する訪問看護事業所数 

医師の指示に基づく訪問看護サービス        医師の指示が不要な定期的なアセスメント 

         

 

図表 42 対象者や事象の発生 

 

 

  

69.4

54.5

78.6

62.5

50.3

64.6

65.2

66.5

20.5

75.3

25.0

46.8

30.6

45.5

21.4

37.5

49.7

35.4

34.8

33.5

79.5

24.7

75.0

53.2

0% 25% 50% 75% 100%

認知症のBPSDやせん妄への対応・ケア（n=186）

精神疾患（認知症以外）のケア(n=187)

皮膚疾患や褥瘡のケア(n=187)

がんによる身体的・精神的苦痛を緩和するケア(n=184)

がん以外の身体的・精神的な苦痛を緩和するケア

(n=185)

看取りのケア(n=189)

摂食・嚥下に困難のある利用者へのケア(n=187)

排泄に困難のある利用者へのケア(n=185)

脳卒中のリハビリテーション(n=185)

利用者の急変時の対応・救急処置(n=186)

災害時の利用者の安全・健康の確保(n=184)

感染症の予防や発生時の対応(n=186)

対象者や事象の発生

あり なし
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図表 43 専門性の高い看護師による支援や助言の利用 

 

 

⑧ 介護職員処遇改善加算の見直し 

介護職員処遇改善加算の取得状況や事業所職員の処遇に関する取り組みについて、改

定前後で大きな違いは見られなかった。 

 

  

30.5

29.7

39.1

36.6

33.3

39.5

35.4

31.6

20.7

38.2

26.9

32.4

58.6

57.6

52.5

52.6

56.1

46.9

54.3

57.5

56.8

48.9

55.6

53.2

4.6

4.1

3.4

3.4

2.9

5.1

4.6

4.0

7.1

6.7

5.8

5.8

6.3

8.7

5.0

7.4

7.6

8.5

5.7

6.9

15.4

6.2

11.7

8.7

0% 25% 50% 75% 100%

認知症のBPSDやせん妄への対応・ケア（n=174）

精神疾患（認知症以外）のケア(n=172)

皮膚疾患や褥瘡のケア(n=179)

がんによる身体的・精神的苦痛を緩和するケア(n=175)

がん以外の身体的・精神的な苦痛を緩和するケア

(n=171)

看取りのケア(n=177)

摂食・嚥下に困難のある利用者へのケア(n=175)

排泄に困難のある利用者へのケア(n=174)

脳卒中のリハビリテーション(n=169)

利用者の急変時の対応・救急処置(n=178)

災害時の利用者の安全・健康の確保(n=171)

感染症の予防や発生時の対応(n=173)

専門性の高い看護師による支援・助言の利用

積極的に利用したい 条件が合えば利用したい 利用するつもりはない わからない
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図表 44 介護職員処遇改善加算の取得状況 

 

 

図表 45 事業所職員の処遇に関する取組 

 

 

  

84.8

86.9

8.6

7.6

3.0

2.5

3.5

3.0

0% 25% 50% 75% 100%

平成30年3月（n=198）

平成30年9月（n=198）

介護職員処遇改善加算の取得状況

加算（Ⅰ） 加算（Ⅱ） 加算（Ⅲ） 加算（Ⅳ） 加算（Ⅴ） 取得していない

83.6

78.3

70.9

0.5

84.7

77.8

70.9

0.5

0% 25% 50% 75% 100%

賃金体系がある

研修体系がある

昇給制度がある

職員の処遇に関する取組みを行っていない

事業所職員の処遇に関する取組み

平成30年3月（n=189） 平成30年9月（n=189）



31 

 

第３章 普及啓発に向けた都道府県へのヒアリング調査及び普及啓発ツールの作成 

１．調査の概要 

（１）調査の対象・目的・実施方法 

定期巡回・随時対応サービスの普及促進に向けて、利用者ニーズの増加、供給体制の

充実が必要であるが、利用者ニーズの増加に向けては、利用者・ケアマネジャー・医療

機関等への周知のためのツールが存在しており、日常的に周知活動が行われている。 

一方、供給体制の充実に向けては、市町村・保険者による普及活動を活発化させるた

めの都道府県による支援が必要である。しかしそのための都道府県による支援が十分と

はいえない状況であるため、都道府県の定期巡回・随時対応サービスへの理解を深める

とともに、普及促進のモチベーションを引き出すことが重要であると考えられる。 

そこで、都道府県・保険者による普及啓発活動が活発化することを目的として、定期

巡回・随時対応サービスの普及による保険者としてのメリット（介護の質向上や、財政

面のメリット等）を整理するとともに、都道府県へのヒアリングにより、普及啓発活動

を実施した背景、普及のための具体的な施策、施策実施の流れ、等を明らかにし、都道

府県・保険者による普及啓発活動活発化のための普及啓発ツールを作成した。 

 

図表 46 普及啓発に向けた取組状況の整理 

 

 

図表 47 調査実施概要 

調査名称 「定期巡回・随時対応サービス」の普及促進のための具体的方策に係

る聞き取り調査 

調査期間 平成 30 年 12 月下旬～平成 31 年 1 月下旬 

調査方法 訪問ヒアリング調査 

定期巡回の
普及促進

利用者ニーズの増加

供給体制の充実
（事業者の参入促進）

利用者への周知

ケアマネへの周知

医療機関等への周知

経営環境の改善
(経済的な障壁改善)

市町村・保険者に
よる普及活動

定期巡回の周知

サービス案内

事業案内

事業案内

参入の手引き 等

経営モデル集

【目的】 【必要な要素】 【必要な取組】 【関連ツール・施策等】 【状況】

◎営業ツールとして、事業者、
24時間研究会等で作成

◎昨年度事業で作成済み

△一部の都道府県や、
自治体等で作成済み

勉強会・協議会開催等

都道府県による支援

◎自治体により定期的に開催

△都道府県のモチベーション次第
⇒都道府県のモチベーション向上
が課題

「都道府県による支援」を活発化させるためのツールが必要
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調査対象 都道府県・市区町村の定期巡回・随時対応サービスの普及・促進担当 

調査対象の選

定方法 

積極的な導入活動を行っている都道府県へのヒアリングにより成功事

例・導入メリットの確認うため、「第１5８回社会保障審議会介護給

付費分科会資料 参考資料１」において定期巡回・随時対応サービス

の利用者見込みがないと回答した保険者の割合が低い都道府県（普及

が進んでいると考えられる都道府県）、及び独自の普及啓発施策を実

施している都道府県を調査対象として抽出した。 

ヒアリング 

協力者 

（面談者） 

以下の 4 県 

・埼玉県 福祉部 地域包括ケア課 

・富山県 厚生部 高齢福祉課 

・兵庫県 健康福祉部 少子高齢局高齢政策課 

・福岡県 保健医療介護部 介護保険課 

調査内容 下記の項目を中心に、普及啓発の背景、具体的な取り組み内容、実施

手順等についてヒアリングを実施した。 

①サービス普及の必要性について 

②サービスを普及させる上での課題 

③普及のための具体的取組み 

④取組み実施のための手順 

 

２．調査の結果 

（１）サービス普及の必要性について 

定期巡回・随時対応サービスの普及啓発活動に積極的な都道府県においては、高齢者

の「自宅で暮らしたい」というニーズへの対応や、財政的メリット等のために積極的な

普及啓発活動を実施している。 

 

＜調査結果の詳細＞ 

サービス普及

が必要と考え

た主な要因 

 各県が共通して、県内で実施した意向調査の結果から、多くの高

齢者及び家族が在宅での介護を望んでおり、この希望を叶えるた

めのサービスとして本サービスの普及が必要と考えている。 

 実際に事業者からも、在宅での看取りを実現できた具体的事例が

報告されており、改めてその必要性を認識している。 

 

（２）サービスを普及させる上での課題 

サービスを普及させる上では以下のように、①保険者、②事業者、③ケアマネジャー

としての課題があり、これらを 1 つずつ解決していく必要がある。 
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＜調査結果の詳細＞ 

①保険者とし

ての課題 

 地域密着型サービスである以上、いくら都道府県が普及のための

取組みをしても、保険者である市区町村が介護保険事業計画に位

置付けなければ整備は進まない。 

 一方で、人口密度の低い地域では採算が取れない、サービスの需

要が無い等といった、偏ったイメージを保険者、事業者ともに持

っているために、介護保険事業計画に位置付けられなかったり、

位置付けられていても担い手となる事業者がいなかったりという

理由で、整備が進まないことがある。 

②事業者とし

ての課題 

 保険者が介護保険事業計画にて本サービスを位置付けたとして

も、事業者側で正しく効率的な事業運営の方法がわからず、採算

が取れないというイメージから、担い手となる事業者が見つから

ない。 

③ケアマネジ

ャーとして

の課題 

 本サービスが整備されたとしても、ケアマネジャーが在宅で最期

まで暮らしたいという利用者の希望を叶えることができるサービ

スであるという認識が無いために、サービス利用の提案がされな

い。 

 サービスを提案する場合も、包括報酬であり、利用回数・時間が

増えても利用者負担が変わらない点から、「使い放題のサービ

ス」というイメージを持たれてしまい、サービスの過剰利用に繋

がり、利用者の自立を促す視点が抜けてしまったり、事業者への

負担が大きくなってしまったりすることがある。 

 

（３）普及のための具体的取組み 

サービス普及のための課題を解決するために都道府県が実施した具体的な取組みを、

以下の①～④に分類して取り上げる。 

 

＜調査結果の詳細＞ 

①保険者向け

の取組み 

ア 都道府県内 全保険者向け説明会 

 全保険者を対象とし、本サービスにより在宅での看取りを実現で

きた事例等を伝えることで改めてその必要性を認識してもらい、

介護保険事業計画に本サービスの整備を位置付けてもらう。 

 

イ 各保険者への個別出張説明会 
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 サービス未整備の保険者等に対し、各保険者個別の事情等につい

ての相談や疑問を解消するための個別出張説明会を実施。 

 人口密度の低い保険者では採算が取れない等のような、サービス

に対する偏ったイメージを持つ保険者には、平成 26 年度 老人保

健健康増進事業の中の「定期巡回・随時対応サービスにおける事

業所間連携に関する調査研究事業」報告書の内容である、事業所

の所在する地域の交通情勢に基づいた「事業所から自動車 10 分

圏内の後期高齢者人口」を調査した結果、都市部と郊外での差は

無く、実際の利用者数と「事業所から自動車 10 分圏内の後期高

齢者人口」の相関関係もみられなかったことから「都市部以外で

は成立しないサービスというイメージには根拠がない」という結

果が出ている等、根拠となるデータを示した上で、偏ったイメー

ジの払拭をしている。 

②事業者向け

の取組み 

ア モデル事業の実施 

 モデル事業を実施し、都道府県としても、サービス立上げから事

業としての採算が取れるようになるまでの流れについて実態を把

握している。 

 モデル事業に参加した事業者の担当者（運営経験者）をアドバイ

ザーとして認定している。 

 

イ 都道府県内 全事業者向け説明会 

 多くの高齢者及び家族が在宅での介護を望んでいる等、サービス

の潜在的需要の大きさを伝えている。 

 黒字になっている事業者からそのノウハウを共有してもらうこと

で、効率的な事業運営方法のイメージを持ってもらい、採算を取

ることが難しいというイメージの払拭をしている。 

 

ウ 個別出張説明会 

 サービス未整備の保険者に所在する事業者の中で、既存の事業運

営状況等を鑑みて都道府県がサービス立上げの可能性があると判

断をした事業者に対し、個別に訪問の上、サービスの必要性を説

明したり、偏ったイメージを払拭したりする等の活動を行ってい

る。 

 

エ 経営の手引きの作成 
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 効率的な事業運営により事業の採算性を確保するためのノウハウ

や、経営指標の設定方法等をまとめ、偏ったイメージに引っ張ら

れることなく新規参入を検討してもらえるためのツールを作成し

ている。 

 新たに参入をした事業者が、一定期間でサービスを軌道に乗せら

れることを助けるためのツールとなっている。 

 

オ アドバイザー派遣 

 サービスの成功事例を有する事業者の担当者（事業運営経験者）

をアドバイザーとして認定し、サービスの立上げを検討もしくは

予定している事業者に派遣し、人員配置や採算性の面でのノウハ

ウを提供している。 

 初めて事業者を整備する保険者等では、本来人員基準の中で同一

時間の兼務が認められている指定訪問介護と本サービスについ

て、勤務時間を分けさせる等により事業運営の効率化を阻害する

ようなローカルルールが設けられないよう、他保険者における効

率的な事業運営の方法を保険者に伝える役割もアドバイザーが担

っている。 

 

カ 事業者連絡団体の設立 

 事業者間での繋がりを持ち、効率的な事業運営をしていきながら

利用者の自立を促し、在宅での看取りを実現していくためのノウ

ハウを共有し、採算性・効率性・サービスの質等が標準化される

ことを目的として組織されている。 

 事業者連絡団体があることにより、各種取組みの実施を委託する

ことが可能になる。 

 

キ 事業者向け 事業所開設・運営に係る費用に対する補助 

 地域医療・介護総合確保基金 

 事業開設直後の人件費・経費・賃料の一部補助 

 連携先訪問看護事業所への単価格差緩和のための一部補助 

 ICT 機器等の導入経費の一部補助 等 

③ケアマネジ

ャー向けの

取組み 

ア 都道府県内 全ケアマネジャー向け説明会 

イ 個別出張説明会 

ウ ケアマネジャー向け研修会 
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 在宅での看取りを実現できている事業者における事例の紹介等を

通じて、最期まで自宅で暮らしたいと希望する全ての利用者が対

象となるサービスであるという認識を持ってもらう。 

 サービスの目的は、最期まで自宅で暮らしたいという希望を叶え

るため ADL を維持・回復することであり、利用者ができるこ

と・できる方法を探して自立を促すサービスであるため、決して

「使い放題」のサービスではなく、ケアマネジャーが作成したケ

アプランに基づきながらも、利用者の日々の状況に応じて「いつ

行くか」「何をするか」を事業者側で柔軟に決定するサービスで

あるという認識を持ってもらう。 

 

（４）取組み実施のための手順 

調査を対象の都道府県における取り組み手順は下記の流れが一般的であった。全国の

他自治体においても、同様の手順での取り組みを行うことが求められる。 

 

（ⅰ）サービス普及の必要性について、在宅で最期まで暮らすことを希望する高齢者

や家族の意向調査等に基づき把握する 

（ⅱ）都道府県内のサービス提供事業者から、在宅で最期まで支えられた看取りの事

例等について、その実態を把握する 

（ⅲ）都道府県内の保険者や事業者からのヒアリング等により、整備が進まない理由

や利用者が増えない理由について、その実態を把握する 

（ⅳ）モデル事業を実施し、事業の立上げから採算が取れる状態になるまでの経過や

ノウハウを把握するとともに、モデル事業を実施した事業者の経験者をアドバ

イザーとして認定する 

（ⅴ）整備が進まない理由や利用者が増えない理由を解決するための取組みについ

て、「（3）普及のための具体的取組み」に挙げている取組み事例を踏まえて検討

する 

（ⅵ）説明会や研修会等の開催にあたっては、既存の訪問介護、訪問看護、居宅介護

支援等の事業者の連絡団体や、本サービス事業者の連絡団体を組織することに

より、各種取組みの委託先とする等の方法を検討する 

（ⅶ）都道府県内にてサービスの成功事例を有する事業者の担当者（事業運営経験

者）をアドバイザーとして認定し、サービスの立上げを検討している事業者

や、サービスを立上げたものの利用者の獲得や採算を取ることに苦戦している

事業者等に派遣する 
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３．普及啓発ツールの作成 

本調査におけるヒアリング結果を踏まえ、都道府県向けのツールとして、本サービス

の概要、及び「サービス普及の必要性」・「サービスを普及させる上での課題」・「普及の

ための具体的取組み」・「取組み実施のための手順」等を整理したパンフレットを作成し

た。本ツールにより、都道府県における普及促進活動が活発化することが期待される。 

 

図表 48 普及啓発ツールの構成 

 

 

  

普及啓発ツールの構成

表紙

ツールの目的

定期巡回サービスの概
要

定期巡回が必要な
理由

□在宅で最期まで暮らせる
利用者が増える
□自立支援、重度化防止

定期巡回の普及に
向けた課題・解決策

□ニーズが無いというイメー
ジの先行
□地域の関係者理解
□採算が取れない
□移動効率が悪い
□人員確保ができない

普及のための
施策

□事業運営の手引き作成
□セミナー開催
□個別出張説明会
□アドバイザー派遣
□事業者連絡団体（サー
ビス協議会）の祖組織
□助成（具体的事例）

施策実施の
検討プロセス

□企画・立案のプロセス
（フロー形式で説明）
→各プロセスでの実態
→定期巡回の普及を
目指すに至ったきっかけ

□人員確保・予算化
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第４章 まとめ 

１．調査結果のまとめ 

（１）平成 30年度の報酬改定による効果及び今後の課題 

平成 30 年度の報酬改定による影響を明確化することを目的として、全国の定期巡回・

随時対応サービスを実施している事業所に対してアンケート調査を実施した（配布事業

所 725、回収事業所 217、回収率 29.9％）。 

アンケート結果を踏まえると、基本報酬の改定及び加算要件の見直しにより、改定前

と比較して黒字事業者の割合が増加していること、オペレーター要件の緩和により、サ

ービスの質を維持しつつ体制が効率化されている効果がみられる。黒字事業所の割合が

上昇していること等から、基本報酬の改定及び加算要件の見直し、及びそれに応じた法

人としての経営努力により、徐々に経営改善効果が現れ始めていると考えられる。 

具体的には、オペレーター要件の見直しによる体制の効率化に加え、介護・医療連携

推進会議の開催方法・頻度の緩和による事業所の負担減やノウハウ共有機会の増加、同

一建物等居住者の場合の報酬見直しによる地域へのサービス提供推進、ターミナルケア

の充実、医療ニーズへの対応体制の強化、等の効果が確認できた。 

一方で、生活機能向上連携加算については、加算を取得している事業所の割合が低く、

リハビリテーションとの連携が十分には進んでいないと考えられる。 

また、今後、報酬改定による利用者への影響を把握するためには、要介護度の改善傾

向等に関する評価を行う必要があり、公的データベースの活用も含め、効率的な調査手

法を確立する必要がある。 

 

（２）都道府県における普及啓発活動促進のポイント 

定期巡回・随時対応サービス利用者見込みのある市区町村が半分以上ある都道府県が

わずか 11 ヶ所しかない状況を改善し、都道府県における普及啓発活動を活発化させるた

めの具体的な取組事例や課題の抽出を目的として、定期巡回・随時対応サービスの普及

啓発活動に積極的な都道府県に対してヒアリング調査を実施した（埼玉県、富山県、兵

庫県、福岡県の 4 県の定期巡回・随時対応サービス担当者にヒアリングを実施した）。 

ヒアリング調査結果を踏まえて、保険者（整備計画を増やす）・事業者（担い手を増や

す）・ケアマネジャー（利用者を増やす）の視点で普及啓発のポイントを明らかにすると

ともに、都道府県の普及啓発担当者向けのツール（パンフレット）を作成した。 

保険者（整備計画を増やす）・事業者（担い手を増やす）・ケアマネジャー（利用者を

増やす）におけるポイントを以下に示す。 

 

① 保険者におけるポイント 

定期巡回・随時対応サービスの普及啓発活動に積極的な都道府県においては、高齢者

とその家族の「自宅で最期まで暮らしたい」という希望を叶えるために積極的な普及啓
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発活動を実施している。 

これらのニーズ・メリットは各自治体としても把握はしているものの、保険者におい

て「人口密度の低い地域では採算が取れない」「利用者のニーズが無い」等のイメージが

先行しているケースもあり、保険者による十分な普及活動が進んでいない。そのため、

人口密度の低い地域における採算確保やニーズ増加のための方策、具体的な取組事例の

紹介、等により保険者が持つ誤ったイメージを都道府県が払拭し、保険者による積極的

な普及活動を促すことが重要である。 

 

② 事業者におけるポイント 

事業者においても、「採算が取れない」というイメージが先行し、定期巡回・随時対応

サービスの担い手が現れないという課題が見られる。都道府県・保険者による経営セミ

ナーの実施やアドバイザー派遣等、具体的に事業者の経営を支援する取り組みが重要で

ある。 

また、定期巡回・随時対応サービスの経営においては、安定経営の実現に向けて一定

数の利用者確保が必要となり、経営が安定するまでに一定の期間を要する場合があるが、

一部の都道府県においては独自で運営補助を行っている都道府県もあり、そのような独

自施策も事業者の経営安定化のための支援として有効である。（これまでに作成されてい

る経営の手引き等、既存のツールを紹介することも有効な手段であると思われる。） 

 

③ ケアマネジャーにおけるポイント 

また、ケアマネジャーに対して、本サービスの特徴・メリット等が十分に周知できて

いないために、包括報酬であるという特徴だけが強調されることで「使い放題のサービ

ス」という誤ったイメージを持たれてしますケースもあるため、都道府県・保険者・事

業者が連携し、継続してケアマネジャーへの周知活動を行っていくことで、利用者の「最

期まで自宅で暮らしたい」という希望を叶えるために「利用者のできることを増やして

（減らさずに）自立を支援するためのサービスである」という、正しい理解をしてもら

うことが重要である。 

 

２．定期巡回・随時対応サービスの更なる普及に向けた課題・提言 

（１）本調査から得られた課題 

本調査事業において、今年度の報酬改定により、サービスの質を維持しつつ、事業者

の体制効率化等の経営努力の余地が生まれたことにより、経営状況の改善に繋がるとと

もに、医療ニーズへの対応の強化やターミナルケアの充実という効果が現れつつあるこ

とが確認できた。 

しかしながら、本サービス単体で黒字化を実現している事業所の割合は半数に満たな

い状況であるため、サービスの質には十分に留意することを前提としたうえで、より多
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くの事業者が定期巡回・随時対応サービスに参入し易い環境を整える必要があると考え

る。そのためにも、本サービスによるメリットとしての日常生活の持続性・ADL の維持

等について適切に評価するため、公的データベースの活用も含めた新たな調査手法の確

立が求められる。 

また、地域包括ケアシステムの推進により、在宅での見取りを行うケースが今後も増

加していくことが推察されるが、定期巡回・随時対応サービスが担う役割が非常に大き

い一方で、「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」

の認知・活用状況から、サービスに携わる職員への教育・ケアが十分に行き届いている

とはいえない状況であるため、今後の更なるサービスの質向上のためにも、職員への教

育・ケア体制の充実が望まれる。 

 

（２）行政・民間が一体となった普及促進事業の実施 

定期巡回・随時対応サービスの普及に向けた都道府県単独での支援としては、都道府

県が地域の在宅ニーズに応えるという方針を明確化し都道府県としての上位計画に位置

づけること、ケアマネジャーの更新研修時に定期巡回・随時対応サービスについての内

容を盛り込むこと、事業者連絡会を整備して都道府県としても運営に関与・支援するこ

と等により、大きな普及促進効果が現れると考える。 

また、事業者の本サービスへの参入を促す有効な手段の一つとして、行政による支援

と並行し、民間のアドバイザーを派遣してより実践的な経営支援を行うことが考えられ

る。行政からの情報提供や補助に加えて、民間の経営的な視点での助言を行う等、行政・

民間が一体となって本サービスの事業者を支援することにより、新規参入事業者の増加、

事業定着率向上に繋がることが期待される。民間アドバイザー派遣を実施している都道

府県は稀であるが、実施している都道府県においては大きな成果が上がっているため、

全国的な取り組みとして実施し、事業者の経営安定化を支援すべきであると考える。 

これらの施策によって本サービスを担う事業者が増えることで、事業者の経営安定化

のための取り組みとして、ケアマネジャーや地域医療機関等への周知活動が活発となり、

本サービス全体の注目度が上がり、結果として本サービスの普及に繋がることが期待さ

れる。 
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※特定の指定がない限り、調査時点は、平成 30 年 9月 30 日時点として下さい。期間を定めた集計をする場合、設問に従って下さい。 

 

○ご回答者様のお名前、ご連絡先についてお伺いします。 

お名前  部署、役職  

電話番号  FAX 番号  

メールアドレス  

貴事業所名   

法人名  

住所 （送付先と異なる場合のみ記入） 

〒 

 

設 問 選  択  肢  等 

断りがない場合、9 月 30 日時

点のサービス提供状況につい

てお伺いします。 

1. サービス提供を休止している 

→ここまでの回答で結構です。本調査票を同封の返送用封筒（切手は不要です）にて 

返送してください。ご協力ありがとうございました。 

 

2. 「1. 以外」の事業所（※利用者 0人の場合も含む） 

→以下の設問にご回答ください。 

 

Ⅰ 貴事業所の概要等についてお尋ねします。                                             

●事業所概要 

Q1 法人種別 1. 社会福祉法人 2. 医療法人 3. 特定非営利活動法人 4. 営利法人 5. その他（          ） 

Q2 事業所の所在地 

（都道府県） 
都・道・府・県  

Q3 

併設施設のサービス 

（いくつでも） 
※ここでいう「併設施設」とは、同

一敷地内もしくは隣接する敷地

内にある建物とします。 

◆居宅サービス等 

1. 訪問介護（2.以外） 

3. 訪問入浴介護 

5. 訪問リハビリテーション 

7. 通所リハビリテーション 

9. 特定施設入居者生活介護 

11．居宅介護支援 

2. 訪問介護（身体介護 20 分未満の届出有り） 

4. 訪問看護 

6. 通所介護 

8. 短期入所生活介護、療養介護 

10. 福祉用具貸与、販売 

◆地域密着型サービス 

12. 夜間対応型訪問介護 

14. 小規模多機能型居宅介護 

16. 地域密着型特定施設入居者生活介護 

18. 看護小規模多機能型居宅介護 

13. 認知症対応型通所介護 

15. 認知症対応型共同生活介護 

17. 地域密着型老人福祉施設入所者生活介護 

19. 地域密着型通所介護 

 

平成 30年度老人保健健康増進等事業 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護における平成 30年度報酬改定の影響に関する 

調査研究事業 
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◆施設サービス 

20. 介護老人福祉施設 

22. 介護療養型医療施設 

21. 介護老人保健施設 

 23. 介護医療院 

◆その他 

24. サービス付き高齢者向け住宅 

26. 養護老人ホーム、軽費老人ホーム 

（ケアハウス、A、B） 

28. 地域包括支援センター 

25. 有料老人ホーム 

27. 旧高齢者専用賃貸住宅 

 

29. 在宅介護支援センター 

◆医療サービス 

30. 病院  

32. 診療所（31.以外） 

31. 診療所（在宅療養支援診療所） 

33．歯科診療所 

●事業所の収入について 

 平成 29 年 12 月 平成 30 年 3 月 6 月 9 月 

Q4 

定期巡回・随時対応サービス 
円 円 円 円 

Q5 訪問介護1 円 円 円 円 

Q6 夜間対応型訪問介護2 円 円 円 円 

Q7 訪問看護3 円 円 円 円 

●事業所全体の支出について 

 平成 29 年 12 月 平成 30 年 3 月 6 月 9 月 

Q8 

定期巡回・随時対応サービス

事業所全体の支出総額4 

円 円 円 円 

●事業所の全体の人件費について 

 平成 29 年 12 月 平成 30 年 3 月 6 月 9 月 

Q9 

事業所全体の人件費5 
円 円 円 円 

●事業所の利益状況について 

 平成 29 年 12 月 平成 30 年 3 月 6 月 9 月 

1. 黒字 2. ほぼ均衡 3. 赤字 （ひとつに○） 

Q10 法人全体 1 ・ 2 ・ 3 1 ・ 2 ・ 3 1 ・ 2 ・ 3 1 ・ 2 ・ 3 

Q11  

定期巡回・随時対応サービス 
1 ・ 2 ・ 3 1 ・ 2 ・ 3 1 ・ 2 ・ 3 1 ・ 2 ・ 3 

 

 

（以下、余白。次ページに続く。） 

  

                                                   
1 Q5 定期巡回・随時対応サービスと一体的に提供している訪問介護事業所の収入についてご回答下さい。 
2 Q6 定期巡回・随時対応サービスと一体的に提供している夜間対応型訪問介護事業所の収入についてご回答下さい。 
3 Q7 定期巡回・随時対応サービスと一体的に提供している訪問看護事業所の収入についてご回答下さい。 
4 Q8 訪問介護、夜間対応型訪問介護及び訪問看護を一体的に提供している場合は、訪問介護、夜間対応型訪問介護及び訪問看護分を

含めた額をご回答下さい。 
5 Q9 人件費は、介護事業経営実態調査の「人件費」に該当する総額をご回答下さい。また、訪問介護、夜間対応型訪問介護及び訪問

看護を一体的に提供している場合は、訪問介護、夜間対応型訪問介護及び訪問看護分を含めた額をご回答下さい。 
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Ⅱ 利用者の概況についてお尋ねします。                                                

 ※複数の市町村から指定を受けている場合は、事業者全体の状況についてお答えください。 

●定期巡回・随時対応サービス利用者の要介護度について 

Q12 要介護度（実数） 

 平成 29 年 12 月 平成 30 年 3 月 6 月 9 月 

総合計 人 人 人 人 

要介護１ 人 人 人 人 

要介護２ 人 人 人 人 

要介護３ 人 人 人 人 

要介護４ 人 人 人 人 

要介護５ 人 人 人 人 

申請中 人 人 人 人 

●世帯構成別の利用者数（実数）について 

Q13 世帯構成別 1. 独居世帯 2. 夫婦のみ世帯 3. その他同居世帯 4. 不明 

平成 30 年 9 月 

（1 ヶ月） 
人 人 人 人 

 
うち、日中独居世

帯の利用者数 
  人  人  人 

●定期巡回サービスの利用実績について 

Q14 利用実績 平成 30 年 3月 1 日～3 月 31 日 平成 30 年 9月 1 日～9 月 30 日 

総訪問回数

（延べ） 

集合住宅型 回 回 

地域提供型 回 回 

利用者数 

（実数） 

集合住宅型 人 人 

地域提供型 人 人 

●サービス利用を終了した利用者について 

Q15・Q16 

終了となった理由と終了した利用者数 

Q15 
平成 29 年 10 月 1 日～ 

平成 30 年 3月 31 日 

（半年間） 

Q16 
平成 30 年 4月 1 日～ 

平成 30 年 9月 30 日 

（半年間） 

 利用者総数 人 人 

 1. 介護保険サービス利用を終了 人 人 

 

1-1 うち、利用者の「状態が安定・改善した」ことによる終了 人 人 

1-2 うち、医療機関への入院 人 人 

1-3 うち、転居 人 人 

1-4 うち、死亡 人 人 

1-5 うち、その他 人 人 

2. 介護保険施設へ入所 人 人 

3. 他の在宅サービス（訪問介護等）に移行 人 人 
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Ⅲ 時間帯別のコール回数についてお尋ねします。                                            
 

●時間別の利用実績について（随時対応サービスのみ）【平成 30 年 7 月 31 日～8 月 6 日の 1 週間】 

Q17 時間帯 

 

（A）総コール対応回数（延べ） （C）コールした利用者数（実数） 

 （B）うち、実際に随時

訪問した回数（延べ） 
 

（D）うち、実際に

随時訪問した利

用者数（実数） 

早朝（6 時～8 時） 回 回 人 人 

日中（8 時～18 時） 回 回 人 人 

夜間（18 時～22 時） 回 回 人 人 

深夜（22 時～翌 6 時） 回 回 人 人 

 

Ⅳ 「集合住宅」へのサービス提供状況についてお尋ねします。                                     
 

●集合住宅へのサービス提供状況について 

Q18 

提供する集合住宅の箇所数 
（マンション等で棟が分かれている場合も

同一建物とする） 

平成 30 年 9 月 30 日時点 

全箇所数 箇所 

 

うち、集合住宅減算 非対象 箇所 

うち、集合住宅減算（Ⅰ）対象 箇所 

うち、集合住宅減算（Ⅱ）対象 箇所 

Q19 利用実績のある利用者の住まう集合住宅の状況についてお尋ねします（選択設問の場合、ひとつだけ○）。 

 

（A）利用者数 

（多い順） 

（B）集合住宅減

算対象 ※1 
（C）集合住宅種別 

（D） 

貴事業所と 

同一敷地内又は 

隣接 

（E）移動方法 
（F）移動時間  

（事業所入口から集合住

宅入口まで） ※2 

実人数 
0. 

いいえ 

1. 

はい 
選択肢は下 

0. 

いいえ 

1. 

はい 
1 徒歩 2 自転車 3 自動車 

おおよその 

移動時間（分） 

1 箇所目 人 0 1 1 2 3 4 5 6 0 1 1 2 3 分 

２箇所目 人 0 1 1 2 3 4 5 6 0 1 1 2 3 分 

３箇所目 人 0 1 1 2 3 4 5 6 0 1 1 2 3 分 

４箇所目 人 0 1 1 2 3 4 5 6 0 1 1 2 3 分 

５箇所目 人 0 1 1 2 3 4 5 6 0 1 1 2 3 分 

６箇所目 人 0 1 1 2 3 4 5 6 0 1 1 2 3 分 

７箇所目 人 0 1 1 2 3 4 5 6 0 1 1 2 3 分 

８箇所目 人 0 1 1 2 3 4 5 6 0 1 1 2 3 分 

９箇所目 人 0 1 1 2 3 4 5 6 0 1 1 2 3 分 

１０箇所目 人 0 1 1 2 3 4 5 6 0 1 1 2 3 分 

【補足説明】 

※1 ここで「集合住宅減算」とは、当該事業所と同一敷地内若しくは隣接する

敷地内の建物若しくは当該事業所と同一建物に居住する利用者にサー

ビスを行なった場合、1 月につき 600 単位減算されることを言います。 ま

たは、当該建物に居住する利用者の人数が 1月あたり 50人以上の、1月

につき 900 単位減算されることを言います。 

※2 事業所と同一の建物へ行く場合は 0 分と記入ください。 

→(C)集合住宅種別の選択肢 
1. 一般的な集合住宅（団地、アパート、マンション等） 

2. サービス付き高齢者向け住宅 

3. 有料老人ホーム 

4. 養護老人ホーム 

5. 軽費老人ホーム（ケアハウス、A、B） 

6. 旧高齢者専用賃貸住宅 
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●地域へのサービス提供のための営業活動ついて 

Q20 

地域へのサービス提供のための営

業活動の有無 

平成 30 年 3月 
1. 積極的に実施   2. 必要に応じて実施（問合せ対応程度） 

3. 実施していない 

平成 30 年 9月 
1. 積極的に実施   2. 必要に応じて実施（問合せ対応程度） 

3. 実施していない 

 

Ⅴ 連携する事業所についてお尋ねします。                                               
 

●訪問看護サービスの連携等について 

Q21 サービスの提供類型 平成 30 年 9月 1. 一体型   2. 連携型   3. いずれも 

Q22 連携する訪問看護事業所数 

 

①医師の指示に基づく訪問看護サービス 
平成 30 年 3月 箇所 

平成 30 年 9月 箇所 

②医師の指示が不要な定期的なアセスメント 
平成 30 年 3月 箇所 

平成 30 年 9月 箇所 

●外部の専門性の高い看護師との連携について 

Q23（１）下記のような利用者への対応が発生したことがありま

すか。（２）事例の有無にかかわらず、対応に際して専門

の知識・技術を有する外部の看護師（認定看護師6、専門

看護師7等）から支援や助言を受ける仕組みがあれば、

利用したいと思いますか。 

（１） 

対象者や 

事象の発生 

（２）専門性の高い看護師による 

支援・助言の利用 

１ ２ ３ ４ 

積極的

に利用 

したい 

条件が

合えば 

利用 

したい 

利用 

する 

つもりは

ない 

わから

ない 
0. 

なし 

1. 

あり 

 1. 認知症の BPSD やせん妄への対応・ケア 0 1 1 2 3 4 

2. 精神疾患（認知症以外）のケア 0 1 1 2 3 4 

3. 皮膚疾患や褥瘡のケア 0 1 1 2 3 4 

4. がんによる身体的・精神的苦痛を緩和するケア 0 1 1 2 3 4 

5. がん以外の身体的・精神的な苦痛を緩和するケア 0 1 1 2 3 4 

6. 看取りのケア 0 1 1 2 3 4 

7. 摂食・嚥下に困難のある利用者へのケア 0 1 1 2 3 4 

8. 排泄に困難のある利用者へのケア 0 1 1 2 3 4 

9. 脳卒中のリハビリテーション 0 1 1 2 3 4 

10. 利用者の急変時の対応・救急処置 0 1 1 2 3 4 

11. 災害時の利用者の安全・健康の確保 0 1 1 2 3 4 

12. 感染症の予防や発生時の対応 0 1 1 2 3 4 

（２）で「1．積極的に利用したい」または「2. 条件が合えば利用したい」に○をつけた方にお伺いします。どのような条件だった

ら利用しようと思いますか。優先順位が高いもの２つ、回答してください。 

 1. 利用者宅や事業所に支援に来てくれる 

2. 電話やメールで相談ができる 

3. 困ったときにすぐ支援が受けられる 

4. 定期的に支援が受けられる 

5. 経費が介護報酬等で補てんされる 

6. 利用の申込・調整の手続きが煩雑でない 

7. その他（                                   ） 

                                                   
6 Q23 認定看護師とは、5 年以上の実務経験後、教育機関で 6 か月以上の専門教育を受け、認定試験に合格した者 
7 Q23 専門看護師とは、5 年以上の実務経験後、大学院修士課程で専門教育を受け、認定試験に合格した者 
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Ⅵ 生活機能向上連携加算についてお尋ねします。                                                       

●生活機能向上連携加算について 

Q24 生活機能向上連携加算の認知 0. 知らない   1. 知っている 

生活機能向上連携加算の取得 
0. 取得していない 1. （Ⅰ）のみ  

2. （Ⅱ）のみ 3. （Ⅰ）（Ⅱ）両方 

 上記1から3の場合、いずれかの加算を初めて取得した時期（平

成 30 年） 
1. 4 月   2. 5 月   3. 6 月   4. 7 月   5. 8 月   6. 9 月 

「0. 取得していない」

場合、取得していない

理由 

（自由回答） 

●訪問・通所リハビリテーション等の連携について 

Q25 連携する訪問・通所リハビリテーション事業所、リ

ハビリテーションを実施している医療提供施設数 
平成 30 年 9月 箇所 

 

平成 30 年 9月 
(C)の選択肢 

（A-1）法人状況 
0. 別法人  1. 同一法人 

（B-1）訪問件数（延べ） （C）委託料設定の有無 

1 箇所目 0 1 件 1 2 3 4 5 1. 訪問回数によらず、

利用者一人当たりで

設定している（利用

者数×委託料） 

2. 利用者への訪問回

数で設定している（訪

問回数×委託料） 

3. 全体包括で設定して

いる 

4. 契約しているが、委

託料は設定していな

い（例えば同一法人内
の契約形態など） 

5. その他 

2 箇所目 0 1 件 1 2 3 4 5 

3 箇所目 0 1 件 1 2 3 4 5 

4 箇所目 0 1 件 1 2 3 4 5 

5 箇所目 0 1 件 1 2 3 4 5 

 

Ⅶ 貴事業所における職員体制等についてお尋ねします。                                      
 

●職員数について 

Q26 

貴事業所の職員数について 

平成 30 年 3月 平成 30 年 9月 

実人数 常勤換算数 実人数 常勤換算数 

 
事業所全体 人 人 人 人 

 

(A) 訪問介護職員等 

（定期訪問、随時訪問） 
人 

 

人 

 

(B)  

看護職員 

24 時間 

対応可 人 人 

24 時間 

対応不可 
人 人 

(C)  

オペレーター 

専従 人 人 

兼務 人 人 

(D) その他 人 人 

常勤換算数の算出：「職員の一週間の労働時間÷貴事務所の所定労働時間」にて算出し、少数点以下第二位を四捨五入して少数点第一

位まで計上してください。常勤専従、常勤兼務、非常勤を合算してください。 
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●介護職員処遇改善について 

Q27 介護職員処遇改善加算の取得状況 

平成 30 年 3月 1. 加算（Ⅰ） 2. 加算（Ⅱ） 3. 加算（Ⅲ） 4. 加算（Ⅳ） 5. 加算（Ⅴ） 6. 取得していない 

平成 30 年 9月 1. 加算（Ⅰ） 2. 加算（Ⅱ） 3. 加算（Ⅲ） 4. 加算（Ⅳ） 5. 加算（Ⅴ） 6. 取得していない 

Q28 事業所職員の処遇に関する取組み（いくつでも） 

平成 30 年 3月 1. 賃金体系がある 2. 研修体系がある 3. 昇給制度がある 4. 職員の処遇に関する取組みを行っていない 

平成 30 年 9月 1. 賃金体系がある 2. 研修体系がある 3. 昇給制度がある 4. 職員の処遇に関する取組みを行っていない 

 

Ⅷ オペレーターについてお尋ねします。                                                 
 

●オペレーターの業務について 

Q29  

オペレーターの所属先 
1. 業務委託等で、貴事業所にオペレーターを配置していない 

2. 全員もしくは一部のオペレーターは、他の事業所・施設等を兼務している 

3. オペレーターは、全員とも貴事業所に専従している  

Q30 

利用者からの通報を受ける

場所 

1. 事業所に常駐し、利用者からの通報に対応している 

2. 事業所外で通報に対応することもある 

Q31 

事業所外にいるとき、参照可

能な利用者情報の範囲 

1. 携帯した利用者一覧表を通じ、利用者情報の全部を参照できる 

2. 携帯端末等の ICT機器を通じ、利用者情報の全部を参照できる 

3. 携帯端末等の ICT機器を通じ、利用者情報の一部を参照できる 

Q32 

同時コールの対応 
1. 通話中や ICT機器を使用中、同機に別のコールがあった場合、気づくことはできない 

2. 通話中や ICT機器を使用中、同機に別のコールがあった場合、気づくことができる 

 

「2. 気づくことができる」場合 

（いくつでも） 

1. コールに気づくことができるが、即時に対応することができない 

2. キャッチホン機能が搭載されており、発信者（コールした利用者等）に折り返すことができる 

3. 留守番電話機能が搭載されており、発信者（コールした利用者等）に折り返すことができる 

4. 受信可能な電話機に、自動的に転送され、別の者が取ることができる 

●オペレーターの兼務状況について 

Q33 

随時訪問介護員との兼務 

 

早朝のとき 

（6：00-8：00） 

1. 兼務なし 

2. 不定期に兼務する日がある 

3. 曜日等によってあからじめ兼務する日が決められている 

4. 常に兼務 

日中のとき 

（8:00-18:00） 

1. 兼務なし 

2. 不定期に兼務する日がある 

3. 曜日等によってあからじめ兼務する日が決められている 

4. 常に兼務 

夜間のとき 

（18：00-22：00） 

1. 兼務なし 

2. 不定期に兼務する日がある 

3. 曜日等によってあからじめ兼務する日が決められている 

4. 常に兼務 

深夜のとき 

（22：00-6：00） 

1. 兼務なし 

2. 不定期に兼務する日がある 

3. 曜日等によってあからじめ兼務する日が決められている 

4. 常に兼務 

 

（以下、余白。次ページに続く。） 
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Q34 

同一敷地内又は隣接する施設

等の職員によるオペレーターの

兼務 

早朝のとき 

（6：00-8：00） 

1. 事業所外の職員が兼務することはない 

2. ときに、貴事業所外の職員が兼務することがある 

3. 常時、貴事業所外の職員がオペレーターを兼務する 

日中のとき 

（8:00-18:00） 

1. 事業所外の職員が兼務することはない 

2. ときに、貴事業所外の職員が兼務することがある 

3. 常時、貴事業所外の職員がオペレーターを兼務する 

夜間のとき 

（18：00-22：00） 

1. 事業所外の職員が兼務することはない 

2. ときに、貴事業所外の職員が兼務することがある 

3. 常時、貴事業所外の職員がオペレーターを兼務する 

深夜のとき 

（22：00-6：00） 

1. 事業所外の職員が兼務することはない 

2. ときに、貴事業所外の職員が兼務することがある 

3. 常時、貴事業所外の職員がオペレーターを兼務する 

Q35 

夜間・深夜に訪問する際の職員体制 

1. 一人で訪問対応する  

2. 状況に応じて複数で訪問対応する  

3. 必ず複数で訪問対応する 

Q36 

オペレーターの集約状況 
早朝のとき 

（6：00-8：00） 

1. 集約はしていない 

2. 他の法人の指定事業所と集約している 

3. 法人内の複数の指定事業所で集約している 

日中のとき 

（8:00-18:00） 

1. 集約はしていない 

2. 他の法人の指定事業所と集約している 

3. 法人内の複数の指定事業所で集約している 

夜間のとき 

（18：00-22：00） 

1. 集約はしていない 

2. 他の法人の指定事業所と集約している 

3. 法人内の複数の指定事業所で集約している 

深夜のとき 

（22：00-6：00） 

1. 集約はしていない 

2. 他の法人の指定事業所と集約している 

3. 法人内の複数の指定事業所で集約している 

Q37 平成30年度改定における基準緩和を受け

たオペレーター配置の変更 
0. 変更していない 1. 変更した 

 
「1. 変更した」場合、オペレーターの配置変更が事業所

の人件費に与えた影響 

1. 人件費が下がった 

2. 人件費は変わらない 

3. 人件費が上がった 

 
「1. 変更した」場合、オペレーターの配置変更による利用

者へのサービス内容等への変化 

1. より良くなった 

2. 変わらない 

3. 課題が生じた 

  「1. より良くなった」場合、具体的な変化 

1. コールを受けた職員（コール内容を最も把握している職員）が直接対応でき

るようになり、より適切な対応ができるようになった 

2. 事業所の人手に余裕ができた 

3. その他（                                   ） 

  「3. 課題が生じた」場合、具体的な変化 

（自由回答） 

 

（以下、余白。次ページに続く。） 
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Ⅸ ICT の事業所内の活用状況についてお尋ねします。                                       
 

●ICT の事業所内の活用状況について 

Q38 

サービス提供における事業所内の ICT 機器等の活用 
 

※ここで「ICT 機器等」とは業務改善や効率化、利用者情報の把握等を目的として

利用するスマートフォンやタブレットなど情報通信技術・機器等のことを言います。 

1. 活用していないし、今後も導入する予定もない 

2. 活用していないが、今後導入予定である 

3. 活用している 

 

「2. 活用していないが、今後導入

予定である」または「3. 活用してい

る」の場合、具体的に活用してい

る、または今後活用したい ICT 機

器等 

（いくつでも） 

【利用者に関する ICT機器等】 

1. 利用者の自宅に設置する見守り装置、センサー 

2. 小型 GPS 等の利用者の位置情報が把握可能な携帯端末 

3. 利用者からの連絡用のコール端末 

【事業所内の ICT 機器等】 

4. 利用者の情報やケア記録等を共有可能なシステム 

5. 職員の勤務シフトや業務日誌等を管理するシステム 

【事業所外の ICT 機器等】 

6. 医療機関や家族、介護支援専門員等との連絡用のテレビ電話等の画像コミュニケーション 

7. 介護報酬請求業務の効率化のためのシステムやソフトウェア 

【その他】 

8. その他（                                                   ） 

「2. 活用していないが、今後導入

予定である」または「3. 活用してい

る」の場合、利用用途 

（いくつでも） 

1. 職員の勤怠管理 

2. 利用者への訪問スケジュール等の管理 

3. 利用者の状態に関する情報の共有 

4. 本人や家族とのコミュニケーション 

5. 職員間のコミュニケーション 

6. 医療機関や他の介護サービス事業所との情報の共有 

7. その他（                                                 ） 

「3. 活用している」の場合、情報等

を共有している利用者の範囲 

1. 全ての利用者について共有している 

2. 一部の利用者について共有している 

「3. 活用している」の場合、オペレ

ーターの情報共有の範囲 

1. 一部のオペレーターは、情報を共有できない（例えば、システムへのアクセス権限がない等） 

2. オペレーターの全員が、情報を共有できる 

「3. 活用している」場合、 

ICT 機器等を導入した効果 

（いくつでも） 

1. スケジュールの管理が容易になった 

2. 情報の管理・閲覧が容易になった 

3. 業務記録等の作業負担が軽減された 

4. ケアの質が向上した 

5. 事業所内の連携が促進された 

6. 他職種や他機関との連携が促進された 

7. 特に効果は感じられない 

8. その他（                                                 ） 

 

Ⅹ ターミナルケアについてお尋ねします。                                               
 

●看取りについて 

Q39  

看取り件数8 
平成 29 年 12 月 平成 30 年 3 月 6 月 9 月 

件 件 件 件 

●ターミナルケア加算について 

Q40 

『人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン』9

の認知 

0. 知らない        1. 知っている 

 
「1. 知っている」場合、当該ガイドラインの活用 0. 活用していない   1. 活用している 

                                                   
8 ターミナルケアを行った 24 時間以内に、病院等の他所で亡くなった場合を含みます。 
9 https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10800000-Iseikyoku/0000197721.pdf 
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Q41 

利用者の意思確認の可否 
0. できない   1. できる 

Q42 

利用者本人やその家族との定

期的な話合いの場の有無 

1. 取り組んでいないし、今後も取り組む予定はない  

2. 取り組んでおらず、今後は取り組む予定 

3. 既に取り組んでおり、今後も取り組む予定 

Q43 

話合いの結果を文章化し、関

係者で共有している 

1. 取り組んでいないし、今後も取り組む予定はない  

2. 取り組んでおらず、今後は取り組む予定 

3. 既に取り組んでおり、今後も取り組む予定 

Q44 

医学的妥当性と適切性を担保

している 

1. 取り組んでいないし、今後も取り組む予定はない  

2. 取り組んでおらず、今後は取り組む予定 

3. 既に取り組んでおり、今後も取り組む予定 

Q45 

本人や家族の精神的・社会的

な援助を含めた総合的な医療

的なケアを提供している 

1. 取り組んでいないし、今後も取り組む予定はない  

2. 取り組んでおらず、今後は取り組む予定 

3. 既に取り組んでおり、今後も取り組む予定 

 

XI 介護・医療連携推進会議についてお尋ねします。                                          
 

●介護・医療連携推進会議について 

Q46 

介護・医療連携推進会議の実施回数 

平成 29 年度（実績） 回 

平成 30 年度（計画） 回 

Q47  

合同開催の実施 
0. 合同開催していない  

1. 合同開催している 

 
「1. 合同開催している」場合、合同開催による効果 

（いくつでも） 

1. 情報やノウハウの共有の促進 

2. 会議への出席負担の軽減  

3. その他（                                    ） 

Q48 地域への普及啓発活動の実施の有無 0. 実施していない  1. 実施している 

Q49 実施回数減による懸念事項の有無 0. なし         1. あり 

 「1. あり」の場合、懸念事項 

（自由回答） 

 
質問は以上で終わりです。全ての質問に回答されていることをご確認ください。記入済みの調査票を、返送用封筒（切手は不要です）に入れ、ポス

トに投函してください。ご協力いただきまして、まことにありがとうございました。 
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参考資料２；アンケート調査結果（単純集計） 
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Ⅰ．事業所概要 

 

０）平成 30年 9月 30日時点のサービス提供状況 

平成 30年 9月 30日時点でサービス休止は 6.0%だった。 

 

 

１）法人種別 

社会福祉法人が 45.9%と最も多く、次いで営利法人が 29.4%だった。 

 

 

  

6.0 94.0

0% 25% 50% 75% 100%

平成30年9月30日時点のサービス提供状況（n=217）

有効 サービス提供を休止している 有効 「1.」以外の事業所（利用者0人の場合も含む）

45.6 17.6 1.5 29.4 5.9

0% 25% 50% 75% 100%

法人種別（n=204）

社会福祉法人 医療法人 特定非営利活動法人 営利法人 その他
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２）事業所の所在地 

 

9.8

0.1

0.6

1.7

1.0

0.8

2.2

1.0

0.6

1.1

4.6

4.6

11.3

8.6

1.9

1.4

0.6

1.0

0.6

1.1

1.4

1.9

3.3

0.8

0.6

2.3

5.9

4.6

2.8

0.3

1.0

0.4

1.2

4.0

1.4

0.0

0.8

0.8

0.7

4.7

0.3

2.3

1.1

1.0

0.6

1.5

0.1

8.8

0.5

0.0

2.5

1.5

0.5

2.5

2.9

1.0

1.5

3.9

3.9

7.8

7.8

1.5

3.9

0.5

1.0

0.0

2.0

0.5

1.5

2.5

0.5

0.5

2.5

2.5

6.4

3.4

0.0

1.0

0.5

1.5

5.9

2.0

1.0

1.0

1.0

2.9

1.0

4.9

0.5

1.5

0.0

0.0

1.5

0.0

0% 5% 10% 15%

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

事業所の所在地（都道府県）

発送（n=725） 回収（n=204）
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３）併設施設のサービス 

居宅介護支援事業所が 68.8%と最も多かった。 

 

 

４）～７）事業所の収入 

 

  

54.0

31.2

4.0

45.0

9.4

41.1

15.3

25.2

5.9

7.4

68.8

20.3

9.4

12.9

10.9

0.5

4.0

6.4

9.9

18.8

9.9

1.0

23.3

10.4

9.4

8.9

2.0

7.9

5.4

3.5

0.5

0.5

0% 20% 40% 60% 80%

訪問介護（2.身体介護20分未満の届出有り以外）

訪問介護（2.身体介護20分未満の届出有り）

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護、療養介護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与、販売

居宅介護支援

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

サービス付き高齢者向け住宅

有料老人ホーム

養護老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウス、A、B）

地域包括支援センター

在宅介護支援センター

病院

診療所（在宅療養支援診療所）

診療所（在宅療養支援診療所以外）

歯科診療所

他に提供しているサービスはない

併設施設サービス（回答事業所数：n=202）
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８）事業所全体の支出 

 

 

９）事業所全体の人件費 
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１０）～１１）事業所の利益状況 

事業所全体では黒字の割合が高まっている。定期巡回・随時対応サービスで見ると、赤字

の割合は徐々に低くなっているものの、40%以上が赤字だった。 

 

 

 

 

  

38.0

50.0

48.8

57.1

24.5

20.4

21.3

22.7

37.4

29.6

29.9

20.2

0% 25% 50% 75% 100%

平成29年12月（n=163）

平成30年3月（n=162）

平成30年6月（n=164）

平成30年9月（n=163）

法人全体

黒字 ほぼ均衡 赤字

24.8

30.3

28.6

38.3

15.8

17.6

19.0

19.8

59.4

52.1

52.4

41.9

0% 25% 50% 75% 100%

平成29年12月（n=165）

平成30年3月（n=165）

平成30年6月（n=168）

平成30年9月（n=167）

定期巡回・随時対応サービス

黒字 ほぼ均衡 赤字
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Ⅱ．利用者の概況 

 

１２）要介護度 

 

 

１３）世帯構成 
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１４）定期巡回サービスの利用実績 

 

 

【1人当たりの訪問回数／日】 

 

 

１５）～１６）サービス利用を終了した理由 
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Ⅲ．時間帯別コール回数 

 

１７）時間帯別コール回数 

 

                                 ※回数は延べ数、利用者数は実人数。 
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【時間帯別の 1時間あたりの平均コール回数及び平均訪問回数】 

 

 

 

Ⅳ．集合住宅へのサービス提供状況 

 

１８）提供する集合住宅の箇所数 

 

 

１９）（A）利用者数 

 

※集合住宅が解析単位 

 

 

3.1

2.1 2.0

1.3

2.3

1.5

1.5

0.9

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

早朝 日中 夜間 深夜

（回） 1時間あたりの平均コール回数及び平均訪問回数

総コール対応数 随時訪問した回数

27.4

45.7

14.0

4.3

3.7

1.2

0.6

1.2

0.6

0.6

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0箇所

1箇所

2箇所

3箇所

4箇所

5箇所

6箇所

7箇所

8箇所

10箇所

10ヶ所以上

提供する集合住宅の箇所数（n=164）
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１９）（B）集合住宅減算 

30.8%が集合住宅減算の対象だった。 

 

※集合住宅が解析単位 

 

１９）（C）集合住宅種別 

一般的な集合住宅が 42.5%と最も多く、次いでサービス付き高齢者住宅が 35.2%だった。 

 

※集合住宅が解析単位 

 

  

69.2 30.8

0% 25% 50% 75% 100%

集合住宅減算対象（集合住宅数：n=227）

いいえ はい

42.5 35.2 11.4 1.8 8.7

0.5

0% 25% 50% 75% 100%

集合住宅種別（集合住宅数：n=219）

一般的な集合住宅（団地、アパート、マンション等） サービス付き高齢者住宅

有料老人ホーム 養護老人ホーム

軽費老人ホーム 旧高齢者専用賃貸住宅
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１９）（D）事業所と同一敷地内又は隣接 

事業所と同一敷地内又は隣接する集合住宅は 35.9%だった。 

 

※集合住宅が解析単位 

 

１９）（E）移動方法 

自動車が 48.6%と最も多く、次いで徒歩が 39.4%だった。 

 

※集合住宅が解析単位 

 

１９）（F）移動時間 

 

※集合住宅が解析単位 

 

 

64.1 35.9

0% 25% 50% 75% 100%

事業所と同一敷地内又は隣接（集合住宅数：n=220）

いいえ はい

39.4 11.9 48.6

0% 25% 50% 75% 100%

移動方法（集合住宅数：n=218）

徒歩 自転車 自動車
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２０）地域へのサービス提供のための営業活動 

平成 30年 3月と 9月では「積極的に実施」と回答した割合が高まった。 

 

 

【集合住宅種別の利用者数】 

 

※集合住宅が解析単位 

 

【集合住宅種別 事業所との位置関係】 

 

※集合住宅が解析単位 

31.1

33.7

60.5

58.9

8.4

7.4

0% 25% 50% 75% 100%

平成30年3月（n=190）

平成30年9月（n=190）

地域へのサービス提供のための営業活動

積極的に実施 必要に応じて実施 実施していない
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【移動手段別 移動時間】 

 

※集合住宅が解析単位 

 

【事業所との位置関係別 集合住宅種別ごとの移動方法 

 

※集合住宅が解析単位 
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Ⅴ．連携する事業所 

 

２１）サービス提供類型 

連携型が 68.4%だった。 

 

 

２２）連携する訪問看護事業所数 

①医師の指示に基づく訪問看護サービス 

 

 

２２）連携する訪問看護事業所数 

②医師の指示が不要な定期的なアセスメント 

 

 

  

26.5 68.4 5.1

0% 25% 50% 75% 100%

サービス提供類型（n=196）

一体型 連携型 いずれも
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２３）外部の専門性の高い看護師との連携 

①対象者や事象の発生 

「脳卒中のリハビリテーション」及び「災害時の利用者の安全・健康確保」を除いた全て

の項目において、50%以上の事業所で対象者や事象が発生した。 

 

 

  

69.4

54.5

78.6

62.5

50.3

64.6

65.2

66.5

20.5

75.3

25.0

46.8

30.6

45.5

21.4

37.5

49.7

35.4

34.8

33.5

79.5

24.7

75.0

53.2

0% 25% 50% 75% 100%

認知症のBPSDやせん妄への対応・ケア（n=186）

精神疾患（認知症以外）のケア(n=187)

皮膚疾患や褥瘡のケア(n=187)

がんによる身体的・精神的苦痛を緩和するケア(n=184)

がん以外の身体的・精神的な苦痛を緩和するケア

(n=185)

看取りのケア(n=189)

摂食・嚥下に困難のある利用者へのケア(n=187)

排泄に困難のある利用者へのケア(n=185)

脳卒中のリハビリテーション(n=185)

利用者の急変時の対応・救急処置(n=186)

災害時の利用者の安全・健康の確保(n=184)

感染症の予防や発生時の対応(n=186)

対象者や事象の発生

あり なし
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２３）外部の専門性の高い看護師との連携 

②専門性の高い看護師による支援・助言の利用 

「皮膚疾患や褥瘡のケア」で「積極的に利用したい」が 39.1%と最も多かった。 

 

 

  

30.5

29.7

39.1

36.6

33.3

39.5

35.4

31.6

20.7

38.2

26.9

32.4

58.6

57.6

52.5

52.6

56.1

46.9

54.3

57.5

56.8

48.9

55.6

53.2

4.6

4.1

3.4

3.4

2.9

5.1

4.6

4.0

7.1

6.7

5.8

5.8

6.3

8.7

5.0

7.4

7.6

8.5

5.7

6.9

15.4

6.2

11.7

8.7

0% 25% 50% 75% 100%

認知症のBPSDやせん妄への対応・ケア（n=174）

精神疾患（認知症以外）のケア(n=172)

皮膚疾患や褥瘡のケア(n=179)

がんによる身体的・精神的苦痛を緩和するケア(n=175)

がん以外の身体的・精神的な苦痛を緩和するケア

(n=171)

看取りのケア(n=177)

摂食・嚥下に困難のある利用者へのケア(n=175)

排泄に困難のある利用者へのケア(n=174)

脳卒中のリハビリテーション(n=169)

利用者の急変時の対応・救急処置(n=178)

災害時の利用者の安全・健康の確保(n=171)

感染症の予防や発生時の対応(n=173)

専門性の高い看護師による支援・助言の利用

積極的に利用したい 条件が合えば利用したい 利用するつもりはない わからない
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２３）外部の専門性の高い看護師との連携 

③ ②で「１」または「２」の場合、利用するための条件（優先順位で高いもの 2つまで） 

「困ったときにすぐ支援が受けられる」が 58.6%と最も多く、次いで、「利用者宅や事業

所に支援に来てくれる」が 53.3%だった。 

 

 

 

Ⅵ．生活機能向上連携加算 

 

２４）①生活機能向上連携加算の認知 

生活機能向上連携加算を知っている割合は 90%を超えていた。 

 

 

  

53.3

37.9

58.6

14.2

21.3

10.1

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

利用者宅や事業所に支援に来てくれる

電話やメールで相談ができる

困ったときにすぐ支援が受けられる

定期的に支援が受けられる

経費が介護報酬等で補てんされる

利用の申込・調整の手続きが煩雑でない

その他

「1」または「2」の場合、どのような条件だったら利用しようと思いますか

【優先順位高いもの2つ】（回答事業所数：n=169）

7.4 92.6

0% 25% 50% 75% 100%

生活機能向上連携加算の認知（n=190）

知らない 知っている
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２４）②生活機能向上連携加算の取得 

生活機能向上連携加算を取得していない割合が 90%以上だった。 

 

 

２４）③取得時期 

新設された平成 30年 4月に取得した割合が 63.6%と最も多かった。 

 

 

２４）④取得していない理由（一部抜粋） 

 書類及び会議に手間がかかる、人員が不足している。 

 対応できる利用者がいない。 

 加算報酬が安い。 

 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、医師らのアセスメント、カンファレンス

を受けることができる体制の構築ができていない。 

 人員体制が整っていない。 

 

  

94.2

2.1

1.6

2.1

0% 25% 50% 75% 100%

生活機能向上連携加算の取得（n=190）

取得していない （Ⅰ）のみ （Ⅱ）のみ 両方

63.6 18.2 9.1 9.1

0% 25% 50% 75% 100%

「1」から「3」の場合、いずれかの加算を始めて取得した時期（n=11）

4月 5月 6月 7月 8月 9月
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２５）連携する訪問・通所リハビリテーション事業所数（リハビリテーションを実施してい

る医療提供施設数） 

 

 

２５）（A）法人状況 

別法人が 41.2%、同一法人が 58.6%だった。 

 

※連携するリハ提供施設数が解析単位 

 

２５）（B）訪問件数（延べ） 

 

※連携するリハ提供施設数が解析単位 

 

  

76.3

15.4

5.1

2.6

0.6

0.0

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

0箇所

1箇所

2箇所

3箇所

4箇所

5箇所

5箇所以上

連携する訪問・通所リハビリテーション事業所数（n=156）

(リハビリテーションを実施している医療提供施設数)

40.4 59.6

0% 25% 50% 75% 100%

法人種別（連携するリハ提供施設数：n=47）

別法人 同一法人



参考資料 2-21 

２５）（C）委託料設定の有無 

「契約しているが、委託料は設定していない」が 52.3%と最も多かった。 

 

※連携するリハ提供施設数が解析単位 

 

 

Ⅶ．事業所における職員体制 

 

２６）事業所の職員数（平成 30年 3月） 

 

 

２６）事業所の職員数（平成 30年 9月） 

 

 

  

13.6 6.8 9.1 52.3 18.2

0% 25% 50% 75% 100%

委託料の設定（連携するリハ提供施設数：n=44）

訪問回数によらず、利用者一人当たりで設定している（利用者数×委託料）

利用者への訪問回数で設定している（訪問回数×委託料）

全体包括で設定している

契約しているが、委託料は設定していない

その他
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２７）介護職員処遇改善加算 

平成 30年 3月と 9月では、加算（Ⅰ）の取得の割合が高まった。 

 

 

２８）事業所の処遇に関する取組み 

処遇に関する取り組みは平成 30年 3月と 9月でほとんど変化が見られなかった。 

 

 

 

  

84.8

86.9

8.6

7.6

3.0

2.5

3.5

3.0

0% 25% 50% 75% 100%

平成30年3月（n=198）

平成30年9月（n=198）

介護職員処遇改善加算の取得状況

加算（Ⅰ） 加算（Ⅱ） 加算（Ⅲ） 加算（Ⅳ） 加算（Ⅴ） 取得していない

83.6

78.3

70.9

0.5

84.7

77.8

70.9

0.5

0% 25% 50% 75% 100%

賃金体系がある

研修体系がある

昇給制度がある

職員の処遇に関する取組みを行っていない

事業所職員の処遇に関する取組み

平成30年3月（n=189） 平成30年9月（n=189）
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Ⅷ．オペレーター 

 

２９）オペレーターの所属先 

自事業所に専従しているオペレーターは 38.8%だった。 

 

 

３０）利用者からの通報を受ける場所 

およそ 70%が、事業所外で通報に対応することがあると回答した。 

 

 

  

2.0 59.2 38.8

0% 25% 50% 75% 100%

オペレーターの所属先（n=196）

業務委託等で、貴事業所にオペレーターを配置していない

全員もしくは一部のオペレーターは、他の事業所・施設等を兼務している

オペレーターは全員とも貴事業所に専従している

30.3 69.7

0% 25% 50% 75% 100%

利用者からの通報を受ける場所（n=198）

事業所の常駐し、利用者からの通報に対応している 事業所外で通報に対応することがある
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３１）事業所外にいるとき、参照可能な利用者情報の範囲 

50%以上は利用者情報の全部を参照できると回答した。 

 

 

３２）同時コールの対応 

77.1%が同時コールに気づくことができると回答した。 

 

 

「２」の場合 

51.4%は自動転送され、別の者がとることができると回答した。 

 

20.0 53.9 26.1

0% 25% 50% 75% 100%

事業所外にいるとき、参照可能な利用者情報の範囲（n=180）

携帯した利用者一覧表を通じ、利用者情報の全部を参照できる

携帯端末等のICT機器を通じ、利用者情報の全部を参照できる

携帯端末等のICT機器を通じ、利用者情報の一部を参照できる

22.9 77.1

0% 25% 50% 75% 100%

同時コールの対応（n=192）

気づくことはできない 気づくことはできる

26.8

28.2

13.4

51.4

0% 20% 40% 60%

コールに気づくことができるが、即時に対応することがで

きない

キャッチホン機能が搭載されており、発信者（コールした

利用者等）に折り返すことができる

留守番電話機能が搭載されており、発信者（コールした

利用者等）に折り返すことができる

受信可能な電話機に、自動的に転送され、別の者が取

ることができる

「2. 気づくことができる」場合（回答事業所：n=142）
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３３）随時訪問介護員との兼務 

どの時間帯でも、「常に兼務」が 50%以上で最も多かった。 

 

 

３４）同一敷地内又は隣接する施設等の職員によるオペレーターの兼務 

どの時間帯も「事業所外の職員が兼務することがない」がおよそ 60%以上だった。 

 

  

18.4

16.3

17.9

18.5

16.3

28.6

21.4

15.4

5.6

4.6

4.6

4.1

59.7

50.5

56.1

62.1

0% 25% 50% 75% 100%

早朝のとき(n=196)

日中のとき（n=196)

夜間のとき（n=196)

深夜のとき（n=195)

随時訪問介護職員との兼務

兼務なし 不定期に兼務する日がある 曜日等によってあらかじめ兼務する日が決められている 常に兼務

61.4

76.1

63.2

59.5

19.3

14.2

17.8

19.1

19.3

9.7

19.0

21.4

0% 25% 50% 75% 100%

早朝のとき(n=176)

日中のとき（n=176)

夜間のとき（n=174)

深夜のとき（n=173)

同一敷地内または隣接する施設等の職員によるオペレーターの兼務

事業所外の職員が兼務することはない ときに、貴事業所外の職員が兼務することがある

常時、貴事業所外の職員が兼務する
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３５）夜間・深夜に訪問する際の職員体制 

夜間・深夜の訪問は「一人で訪問対応する」が 68.2%だった。 

 

 

３６）オペレーターの集約状況 

どの時間帯もオペレーターは「集約していない」が 70%以上だった。 

 

 

３７）平成 30年度改定における基準緩和を受けたオペレーター配置の変更 

平成 30年度改正でオペレーターの配置を変更したのは 25.0%だった。 

 

68.2 31.8

0% 25% 50% 75% 100%

夜間・深夜に訪問する際の職員体制（n=192）

一人で訪問する 状況に応じて複数で訪問対応する

77.2

87.9

80.0

74.7

2.6

2.1

2.6

2.6

20.1

10.0

17.4

22.6

0% 25% 50% 75% 100%

早朝のとき(n=189)

日中のとき（n=190)

夜間のとき（n=190)

深夜のとき（n=190)

オペレーターの集約状況

集約していない 他の法人の指定事業所と集約している 法人内の複数の指定事業所で集約している

75.0 25.0

0% 25% 50% 75% 100%

平成30年度改正における基準緩和を受けたオペレーター配置の変更（n=196）

変更していない 変更した
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３７）「１」の場合、オペレーター配置変更が事業所の人件費に与えた影響 

「人件費は変わらない」が 74.5%と最も多かった。 

 

 

３７）「１」の場合、オペレーターの配置変更による利用者へのサービス内容等への変化 

「より良くなった」が 22.4%、「変わらない」が 71.4%だった。 

 

 

「１」の場合、具体的な変化 

「コールを受けた職員が直接対応できるようになり、より適切な対応ができるようにな

った」が 54.5%だった。 

 

 

17.0 74.5 8.5

0% 25% 50% 75% 100%

「1」の場合、オペレーターの配置変更が事業所の人件費に与えた影響（n=47）

人件費が下がった 人件費は変わらない 人件費が上がった

22.4 71.4 6.1

0% 25% 50% 75% 100%

「1」の場合、オペレーター変更の配置変更による利用者へのサービス内容等へ

の変化（n=49）

より良くなった 変わらない 課題が生じた

54.5 45.5

0% 25% 50% 75% 100%

「1」の場合、具体的な変化（n=11）

コールを受けた職員（コール内容を最も把握している職員）が直接対応できるようになり、より適切な対応が

できるようになった

事業所の人手に余裕ができた

その他
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Ⅸ．ICT の事業所内の活用状況 

 

３８）サービス提供における事業所内の ICT機器等の活用 

77.2%が活用していると回答した。 

 

 

３８）「２」または「３」の場合、具体的に活用している、または今後活用したい ICT機器 

「活用している」または「今後活用したい ICT 機器等」は共に情報共有システムが最も

多かった。 

 

 

 

 

  

12.4 10.4 77.2

0% 25% 50% 75% 100%

サービス提供における事業所内のICT機器等の活用（n=193）

活用していないし、今後も導入する予定もない 活用していないが、今後導入予定である 活用している

15.8

13.2

74.6

81.6

41.2

15.8

50.9

0.9

15.8

15.8

52.6

78.9

36.8

21.1

57.9

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

利用者の自宅に設置する見守り装置、センサー

小型GPS等の利用者の位置情報が把握可能な携帯端末

利用者からの連絡用のコール端末

利用者の情報やケア記録等を共有可能なシステム

職員の勤務シフトや業務日誌等を管理するシステム

医療機関や家族、介護支援専門員等との連絡用の

テレビ電話等の画像コミュニケーション

介護報酬請求業務の効率化のための

システムやソフトウェア

その他

「2」または「3」の場合、具体的に活用している、

または今後活用したいICT機器等

活用している（n=114） 活用していないが、今後導入予定である（n=19）
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３８）「２」または「３」の場合、利用用途 

利用者情報の共有が 80%以上だった。 

 

 

３８）「３」の場合、情報等を共有している利用者の範囲 

80%以上が「全ての利用者について共有している」と回答した。 

 

 

「３」の場合、オペレーターの情報共有の範囲 

「オペレーター全員が情報を共有できる」が 82.5%だった。 

 

35.0

64.0

83.0

25.0

47.0

40.0

1.0

36.8

47.4

84.2

31.6

57.9

57.9

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

職員の勤怠管理

利用者への訪問スケジュール等の管理

利用者の状態に関する情報の共有

本人や家族とのコミュニケーション

職員間のコミュニケーション

医療機関や他の介護サービス事業所との情報の共有

その他

「2」または「3」の場合、利用用途

活用している（n=100） 活用していないが、今後導入予定である（n=19）

83.8 16.2

0% 25% 50% 75% 100%

「3」の場合、情報等を共有している利用者の範囲（n=142）

全ての利用者について共有している 一部の利用者について共有している

17.5 82.5

0% 25% 50% 75% 100%

「3」の場合、オペレーターの情報共有の範囲（n=143）

一部のオペレーターは、情報共有できない オペレーターの全員が、情報を共有できる
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「３」の場合、ICT機器等を導入した効果 

「情報管理・閲覧が容易になった」が 75.2%と最も多かった。 

 

 

 

Ⅹ．ターミナルケア 

 

３９）看取り件数 

 

 

４０）『人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン』の認知 

「知っている」が 52.4%だった。 

 

 

37.6

75.2

59.6

24.1

58.9

36.2

5.0

0.7

0% 25% 50% 75% 100%

スケジュールの管理が容易になった

情報の管理・閲覧が容易になった

業務記録等の作業負担が軽減された

ケアの質が向上した

事業所内の連携が促進された

他職種や他機関との連携が促進された

特に効果は感じられない

その他

「3」の場合、ICT機器等を導入した効果（回答事業所数：n=141）

47.6 52.4

0% 25% 50% 75% 100%

『人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン』の

認知（n=187）

知らない 知っている
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「１」の場合、当該ガイドラインの活用 

33.0%が「活用している」と回答した。 

 

 

４１）利用者の意思確認の可否 

利用者の意思確認が「できる」が 73.0%だった。 

 

 

  

67.0 33.0

0% 25% 50% 75% 100%

「1」の場合、当該ガイドラインの活用（n=119）

活用していない 活用している

27.0 73.0

0% 25% 50% 75% 100%

利用者の意思確認の可否（n=163）

できない できる



参考資料 2-32 

【参考】４０）『人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン』

の認知 

一体型では「知っている」が 64.7%、「知らない」が 35.3%だった。連携型では「知って

いる」が 45.9%、「知らない」が 54.1%だった。 

 

 

【参考】当該ガイドラインの活用 

一体型では「活用している」が 42.4%、「活用していない」が 57.6%だった。連携型では

「活用している」が 27.3%、「活用していない」が 72.7%だった。 

 

 

 

 

 

35.3

54.1

20.0

64.7

45.9

80.0

0% 25% 50% 75% 100%

一体型（n=51）

連携型（n=122）

いずれも（n=10）

『人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関する

ガイドライン』の認知

知らない 知っている

57.6

72.7

62.5

42.4

27.3

37.5

0% 25% 50% 75% 100%

一体型（n=33）

連携型（n=55）

いずれも（n=8）

当該ガイドラインの活用

活用していない 活用している
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４２）利用者本人やその家族との定期的な話合いの場の有無 

60.9%が「既に取り組んでおり、今後も取り組む予定」と回答した。 

 

 

４３）話合いの結果を文章化し、関係者で共有している 

「既に取り組んでおり、今後も取り組む予定」 が 58.0%だった。 

 

 

４４）医学的妥当性と適切性を担保している 

「既に取り組んでおり、今後も取り組む予定」 が 48.6%と最も多かった。 

 

 

 

 

11.5 27.6 60.9

0% 25% 50% 75% 100%

利用者本人やその家族との定期的な話合いの場の有無（n=174）

取り組んでいないし、今後も取り組む予定はない 取り組んでおらず、今後は取り組む予定

既に取り組んでおり、今後も取り組む予定

11.5 30.5 58.0

0% 25% 50% 75% 100%

話合いの結果を文書化し、関係者で共有している（n=174）

取り組んでいないし、今後も取り組む予定はない 取り組んでおらず、今後は取り組む予定

既に取り組んでおり、今後も取り組む予定

13.0 38.5 48.5

0% 25% 50% 75% 100%

医学的な妥当性と適切性を担保している（n=169）

取り組んでいないし、今後も取り組む予定はない 取り組んでおらず、今後は取り組む予定

既に取り組んでおり、今後も取り組む予定
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４５）本人や家族の精神的・社会的な援助を含めた総合的な医療的ケアを提供している 

51.5%が「既に取り組んでおり、今後も取り組む予定」と回答した。 

 

 

 

XI．介護・医療連携推進会議 

 

４６）介護・医療連携推進会議の実施回数 

 

 

４７）合同開催の実施 

35.5%が「合同開催している」と回答した。 

 

 

 

15.2 33.3 51.5

0% 25% 50% 75% 100%

本人や家族の精神的・社会的な援助を含めた総合的な医療的ケアを

提供している（n=171）

取り組んでいないし、今後も取り組む予定はない 取り組んでおらず、今後は取り組む予定

既に取り組んでおり、今後も取り組む予定

64.5 35.5

0% 25% 50% 75% 100%

合同開催の実施（n=197）

合同開催していない 合同開催している
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「１」の場合、合同開催による効果 

「会議への出席負担の軽減」が 68.2%、「情報やノウハウの共有の促進」が 66.7%だった。 

 

 

４８）地域への普及啓発活動の実施の有無 

「実施している」が 63.5%だった。 

 

 

４９）実施回数減による懸念事項の有無 

90%以上が実施回数減による懸念事項は「ない」と回答した。 

 

 

68.2

66.7

1.5

0% 25% 50% 75% 100%

情報やノウハウの共有の促進

会議への出席負担の軽減

その他

「1」の場合、合同開催による効果（回答事業所数：n=66）

32.8 67.2

0% 25% 50% 75% 100%

地域への普及啓発活動の実施の有無（n=192）

実施していない 実施している

90.4 9.6

0% 25% 50% 75% 100%

実施回数減による懸念事項の有無（n=187）

なし あり
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「１」の場合、懸念事項（一部抜粋） 

 外部評価に２回は必要になり、今までのように、事例発表も出来ずに、広く声をかけにくい。 

 地域との接点が減少することにより、ニーズの把握が困難になるのではないか。 

 外部評価の機能も兼ね備えていることから、審議が不十分にならないか懸念している。 

 連携推進会議で外部の意見を聞くことができる。会議開催が減ると課題や助言回数が減り、解決

能力が減退する。 

 包括、CM、病院などへの周知の場が減ってしまった。 

 外部評価時の評価が難しい 

 回数が減ったことで参加者の負担は減っているが、情報をゆっくり共有したり、事業への理解を

深める機会は減る。意見交換を連携訪問看護同士でしており、やり方など確認できる機会になっ

ている点もあり、機会は必要かもしれない。 
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